
午前１０時２分 開会

○議長（堀口武視君） ただいまから平成１６年第

１回泉南市議会定例会を開会いたします。

出席議員が法定数に達しておりますので、会議

は適法に成立いたしました。

本定例会には、市長以下関係職員の出席を求め

ております。

これより日程に入ります。

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

本日の会議録署名議員は、会議規則第８０条の規

定により議長において１８番 成田政彦君、２０

番 西浦 修君の両君を指名いたします。

次に、日程第２、会期の決定を議題といたしま

す。

お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日

３月８日から３月２６日までの１９日間といたし

たいと思います。

これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」の声あり〕

○議長（堀口武視君） 御異議なしと認めます。よ

って会期は、本日３月８日から３月２６日までの

１９日間と決定いたしました。

次に、日程第３、市長の市政運営方針について

を議題といたします。

市長から市政運営方針について発言を求めてお

りますので、これを許可いたします。市長 向井

通彦君。

○市長（向井通彦君） おはようございます。平成

１６年第１回泉南市議会定例会の開会に当たりま

して、市政運営に関する基本的な考え方と主要施

策の推進につきまして、私の所信の一端を申し上

げ、議員各位並びに市民の皆様の御理解と御協力

を賜りたいと存じます。

長引く景気不況の中、国・地方を通じて危機的

な財政状況であり、日本経済の回復はいまだ希望

の明かりが見えていません。

国においては、平成１６年度から地方分権の推

進を図るため「三位一体の改革」、すなわち補助

金・地方交付税等の交付にかえて税源移譲が具体

的な一歩を歩み始めました。これは「地方が自由

に使える財源の確保」、「自主的な施策の推進」

を図ろうとするものであり、今後さらに地方自治
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体の自主性・自立性が求められてくるものであり

ます。

本市におきましては、経済が停滞する中、効率

的・効果的な行政の推進を目指し、行財政改革を

進め、一定の成果を見てまいりましたが、特に

「財政健全化計画」につきましては、平成１４年

度決算で見直しを行い、「財政健全化計画・ロー

リング（案）」として改定を行ったところであり

ます。これに基づき、多様化する市民ニーズや政

策課題への柔軟な対応が可能となるよう、財政構

造の改革を進めているところであります。

また、 昨年１１月に泉佐野市、阪南市、田尻町

及び岬町とともに合併に向けた法定協議会である

「泉州南合併協議会」を設立し、平成１７年９月

新市設立を目標に、３市２町の合併に係る協議調

整を進めているところであります。

市町村合併は、市の将来にかかわる最も重大な

課題であり、市民の皆様にとりましても最も関心

のある問題であります。私は、３市２町の合併に

より、関西国際空港・りんくうタウンを中心とし

た「臨空都市圏」が１つになり、それを核として

広域的な観点から地域整備を推進していく必要が

あると考えます。

しかしながら、市の将来に悔いのない判断をす

るために、今後の合併協議会での協議調整の進捗

を見ながら、市民の皆様に一定の判断を求める材

料が整った段階でそれらをお示しし、住民投票に

より合併の是非を問いたいと考えております。

次に、関西国際空港につきましては、平成１６

年度には２期工事の埋め立てがほぼ完了する予定

で、平成１９年度の供用開始に向け、順調に事業

の進捗を見ているところですが、国内線の一部路

線の伊丹空港への移転や「ＳＡＲＳ」による旅客

の減少等により、いささかの逆風も感じられます

ので、「泉州市・町関西国際空港対策協議会」や

「関西国際空港全体構想促進協議会」とともに、

供用開始に向けさらに強力に取り組んでまいりま

す。

関西国際空港連絡南ルートにつきましては、大

阪・和歌山両府県の自治体５市８町で設立した

「関西国際空港連絡南ルート等早期実現期成会」

により、アクセス・ルートに起因して空港機能が



停止することのないよう、空港連絡南ルートを中

心に多様なアクセス網の整備を求め、国・府に対

し要望してまいります。

地方自治の原点は、住民自治と団体自治の結合

の上に成り立つものであり、 住民みずからの意志

に基づき、みずからの責任において行う自治と自

治団体によって行う自治が相互に連携することに

よって、健全な地方自治の地盤を培い、健全な地

方自治の発達を促すものであります。

このことは、常に市民の意を酌み、市民と行政

が一体となって泉南市のまちづくりに参画できる

よう体制を整え、もって「水・緑・夢あふれる生

活創造都市 泉南」の実現に向けて邁進してまい

りたいと考えております。

本市の恵まれた自然や文化とともに、関西国際

空港という大きなインパクトを生かし、双方が調

和のとれた「臨空都市」として個性あふれるまち

づくりを進めることで、より魅力的で希望にあふ

れる泉南市の創造を進めてまいりたいと思います。

今後は、 市町村合併という大きな問題を抱えた

変革の時期であり、 あわせて行財政改革の取り組

みにつきましても、議員各位の御協力を得ながら

全力で進めてまいる決意でございます。

それでは、平成１６年度の市政運営に関し、主

要な施策、事業につきまして、総合計画の施策体

系に基づき、順次御説明を申し上げます。

まず、第１章の「ふれあいのあるまち、いきが

いのあるまち」について申し上げます。

第１点目の「すべてのひとが共同参画できる共

生の地域づくり」についてでございます。

国連の「世界人権宣言」において、「すべての

人間は生まれながらにして自由であり、かつ、尊

厳と権利とについて平等である。」とうたわれて

いるように、人権とはだれもが生まれながらにし

て持っている権利であり、幸せに生きるためにお

互いが尊重し合わなければならないものでありま

す。

この「世界人権宣言」の精神を教育の分野で具

体化し、世界中に人権文化を創造していくことを

目的に１９９５年からスタートいたしました「人

権教育のための国連１０年」も、残すところ本年

だけとなりました。
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しかし、「９・１１同時多発テロ事件」以降の

世界情勢を見たとき、世界の人権と平和は十分に

確保されていない状況にあり、国内においても、

部落差別を初め女性・子供・障害者・高齢者・外

国籍住民などにかかわる人権問題、インターネッ

ト上の人権侵害など、多くの課題への早急な対応

が求められています。

このような国内外の状況を踏まえ、私は「一人

ひとりの人間が尊厳を有するかけがえのない存在

である」との基本認識のもと、総合的な人権施策

の推進に努めてまいります。

本年度は、社会の激しい変化や新しい課題に対

処し、市民の皆様に人権感覚や行動や生き方につ

いてつなげていただけるよう、すべての課題の根

幹をなす「人権」の視点から、自己への気づき、

他者に対する共感など、主体的に対応することに

学ぶ人権入門講座を実施いたします。

また、同和問題の早期解決に向け、同和問題を

人権問題の本質からとらえ、人権ケースワーク事

業などの相談事業の充実と、 人権尊重の視点に基

づく一般施策の有効かつ適切な活用に努めてまい

ります。

男女共同参画社会の実現に向けた環境づくりの

一環として、活動拠点でもあり、また相談機能を

有する施設として「せんなん男女共同参画ルーム」

を昨年５月に開設をいたしました。その後、施設

の愛称を市民の皆様から募集し、応募いただいた

中から「ステップ」に決定いたしました。「ステ

ップ」に込められた「男女共同参画社会を目指し

て一歩ずつ前進しよう」という意味のように、本

市の男女共同参画施策も着実に推進してまいりた

いと考えております。

さらに、平成９年度から実施いたしております

女性相談事業の充実を図るため、昨年度から電話

相談員養成講座を開設し、ボランティア相談員の

人材育成に努めてまいりました。今年度は、電話

相談窓口を開設し、養成講座修了者にボランティ

ア相談員として活動いただき、多様化する市民ニ

ーズにこたえてまいります。

次に、「子どもがいきいきと学べる学校づくり」

について申し上げます。

最近では、青少年の凶悪犯罪や親による子供へ



の虐待など、痛ましい事件が後を絶ちません。近

年における目まぐるしい社会環境の変化は、子供

たちを取り巻く家庭環境や生育環境などにも多大

な影響を及ぼしており、その背景には、家庭内に

おける親機能の不全や道徳教育の不足、また地域

社会とのつながりの希薄化などのさまざまな要因

が関係しているものと思われます。

そのような状況から、本年度においては、学校

の持つ教育機能を活用し、子育てやしつけについ

て悩みや不安を抱く家庭を総合的に支援する「家

庭の教育機能総合支援モデル事業」を１小学校区

において実施いたします。

小学校に教育相談員などによるサポートチーム

を配備し、要支援家庭への相談や巡回指導などの

生活指導を充実させるとともに、関係機関や地域

社会との連携体制の構築に努めてまいります。

また、教育環境の改善のため、引き続き学校施

設については、計画的に改修・修繕に努めてまい

ります。

第３点目の「だれでも、いつでも、どこでも学

べる社会づくり」について申し上げます。

個性が輝き、お互いが認め合い、豊かさを実感

できるまちづくりを進めるためには、地域と学校

教育が一体となって取り組む生涯学習を市民の皆

様との協働により積極的に推進する必要がありま

す。

また、今日の教育課題は、「学校教育」の枠の

みで取り組むことのできない課題を抱えており、

学校・家庭・地域がそれぞれ担うべき役割を果た

し、また互いに連携して子供たちの育成を図るこ

とが大切であると考えております。

本年度も、本市の全中学校区において、子供と

大人がともに学び成長し合う「教育コミュニティ」

の構築を目指して、「総合的教育力活性化事業」

を実施いたします。学校を開放して子育て教室や

地域イベントを開催するとともに、広報誌を作成

するなど、地域への情報発信を行うことにより、

地域住民との交流を図り、地域の子供は地域で育

てることを目的としております。

同時に、問題解決に向けた取り組みを契機とし

て、地域内の人々の輪が広がり、世代を超えた交

流を生み出すことができるのではないかと期待い
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たしております。

続きまして、第４点目の「文化・歴史を活かし

た豊かな心づくり」について申し上げます。

近年、文化に対する市民の意識は大きく変化し

ており、多様な広がりを見せております。また、

地域の歴史への市民の関心や意識についても大き

く変化しております。

このような変化に対応し、関係団体においても

自主的な文化・歴史に関する各種活動を充実して

いこうとする機運にも高まりが見られます。この

ため、本市の歴史や文化的特性を生かした魅力あ

る事業企画を展開し、市民と協働して地域文化の

振興に努めてまいりたいと考えております。

最後に、「地球市民としての意識づくり」につ

いて申し上げます。

本市は、本地域固有の文化・伝統のみならず、

関西国際空港のフロント地域であることによる国

内外のさまざまな地域や人々との交流機会の創出

が可能であるという地域特性を有しております。

このような本市の持つ特性を生かし、民間団体や

市民の皆様との協働のもと、国内外との交流を促

進し、広がりを持った地域社会の形成を図ります。

第２章の「げんきなまち、やさしさのあるまち」

についてでございます。

第１点目の「市民の健康づくり」について申し

上げます。

だれもがその人らしく健やかで生き生きとした

生活を営むためには、心身の健康は最も大切な基

盤であります。

近年、市民を取り巻く社会環境は、 生活様式の

多様化や雇用環境、家庭環境など、さまざまな面

で複雑化しています。これらの激しい変化に対応

し切れず、過度のストレスなど心の問題、日常生

活における生活習慣病を増加させるなど、疾病構

造は大きく変化しており、今後、より一層保健・

医療に対するニーズが多様化するものと考えられ

ます。

こうした中、本市においては昨年策定されまし

た「健康せんなん２１」をもとに、「すべての市

民が健康で長生きし、生きがいのある豊かな人生

をおくることのできる社会」の実現を目標にして、

市民とともに本市の健康問題を考え、特に「生活



習慣病の予防」と「こころのふれあい、交流ある、

ともに支え合うまちづくりをめざす」取り組みを

進めてまいります。

また、各種検診や健康チェックを初め、健診後

のフォローとしての訪問指導や健康教室などを引

き続き実施し、効果的な事後指導を行うことによ

り、市民の健康増進を支援してまいります。

あわせて、地元医師会や関係機関との連携・ネ

ットワーク化を図り、高度医療機器の共同利用な

ど医療資源を最大限に効率的で効果的に活用し、

市民がいつでも必要に応じて安心して利用できる

医療システムの確立に努めてまいります。

国民健康保険事業につきましては、 高齢化の進

展や疾病の多様化、 医療技術の高度化などに伴い、

医療費が年々増加する一方、長引く景気の低迷な

どにより、事業運営は非常に厳しい状況が続いて

います。

保険税の収納対策や滞納の解消、事業並びに保

険財政の健全化を進めるとともに、健康教育・健

康相談などの各種保健事業との相互連携を図りな

がら、より一層の円滑な国民健康保険運営と保健

サービスの充実に努めてまいります。

次に、「ともに生きる社会づくり」について申

し上げます。

少子・高齢化が進む中、高齢者の介護を社会全

体で支えるため、介護サービスや保健・福祉サー

ビス、生きがい活動支援サービスの向上に努めて

まいります。すべての市民が住みなれた地域にお

いて自立した生活を送ることが求められる中、地

域の特性とニーズに合った地域社会づくりを進め

てまいります。

高齢者福祉につきましては、本年度は高齢者の

身体特性に配慮した住宅「シルバーハウジング」

における高齢者の自立した生活を支援するための

生活援助員によるサービス提供をしてまいります。

障害者福祉につきましては、ノーマライゼーシ

ョンの理念の実現を目標に、障害者（児）が社会

を構成する一員として地域の中で自立した生活を

過ごしながら、いろいろな分野に主体的に参加し、

生きがいを持って日常生活を送れるよう、相談体

制や情報提供、社会参加の場の充実に努めてまい

ります。
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児童福祉につきましては、最近大きな社会問題

となりつつある児童虐待の問題に対処するため、

平成１５年１０月より施行しました「泉南市児童

虐待防止ネットワークの設置に関する要綱」をも

とに、地元医師会を初め関係機関の参画したネッ

トワークを生かした情報交換、連携協力や協議を

行い、当該児童とその家庭への援助活動を行って

まいります。

また、ネットワークの成果の発表や市民等に向

けての啓発運動の一環といたしましてシンポジウ

ムの開催などを行い、より広く児童虐待の問題を

解消する環境づくりを推進してまいります。

少子化が急速に進行する中で、子育てに伴う喜

びを実感できる子育て支援や教育環境の整備を図

るため、昨年７月「次世代育成支援対策推進法」

が施行されましたが、本市におきましても次世代

育成支援対策について検討してまいります。

低所得者福祉につきましては、経済的自立と生

活意欲の向上を図るため、相談体制の一層の充実

と、あわせて援助活動を行うとともに、生活保護

制度につきましても適正な運用を行い、世帯の自

立助長を支援してまいります。

続きまして、第３章「安全なまち、活力のある

まち」についてでございます。

まず最初に、「環境にやさしいまちの基盤づく

り」について申し上げます。

今日の環境問題は、廃棄物問題や自動車公害な

ど地域的な問題から、地球温暖化や生物多様性の

喪失など空間的、時間的な広がりを持つ問題にま

で拡大しており、共通の認識のもとで地球規模で

考え、地域で行動することが重要となっています。

このような状況の中、地球環境保全を視野に入

れ、 自然との共存共生や快適環境の保全・創造、

さらには安全で健全な環境づくりを通じて、 環境

と調和し共生するまちづくりを行政が率先行動を

示し、 市民、事業者とともに進めてまいります。

また、環境への負荷低減、廃棄物の減量化・再

資源化などを今後も進め、循環型社会システムの

構築に努めてまいります。

続いて、第２番目の「安全で災害に強い防災都

市づくり」について申し上げます。

東南海・南海地震は、今世紀前半での発生が懸



念されており、その対策が大きな問題となってお

ります。こうしたことから、本地震に関する特別

法が公布、施行されました。この特別法に基づき、

平成１５年１２月に大阪府内では本市を含む３８

市町村が、著しい地震災害が予想される「東南海

・南海地震防災対策推進地域」に指定されました。

これまでさまざまな防災対策を実施してまいり

ましたが、今後も都市の防災化、災害に備えた危

機管理体制の充実とともに、地域ぐるみの防災意

識の醸成に努めてまいります。

本年度におきましては、防災備品の充実・自主

防災組織の育成のため「自主防災組織活動マニュ

アル」を作成するなど、防災行政のより一層の充

実を図ります。

さらに、防災拠点としての安全確保と防災体制

の充実における消防庁舎耐震改修を行い、最新の

救助機械器具である救助工作車Ⅱ型を購入し、安

全で迅速な人命救助活動ができるようにいたしま

す。

土砂災害対策につきましては、引き続き平常時

及び災害期間を通じて、住民等と行政機関が相互

に通報し合える土砂災害情報通報システムの整備

を実施してまいります。

今後とも、市民のとうとい生命と貴重な財産を

保護するため、安全で災害に強い「防災都市 泉

南」の実現を目指し、地域防災計画を柱として総

合防災体制の整備を推進してまいります。

第３点目の「安全で便利な地域づくり」につい

て申し上げます。

近年、社会経済環境の急激な変化に伴い、犯罪

がますます多様化する中、安全なまちの実現に向

け、市民一人一人が危機意識をしっかりと持ち、

警察、行政のみならず事業者、ボランティアなど

が一体となって、安全なまちづくりに関する取り

組みを展開していく必要があります。

本市におきましても、「大阪府安全なまちづく

り条例」の施行に伴い、地域に密着した安全なま

ちづくりに関する取り組みを行うため、「泉南市

安全なまちづくり推進協議会」の設置など、犯罪

による被害を防止することはもちろん、犯罪を発

生させない環境づくりに努めてまいります。

また、本年度も引き続き安全で便利な移動手段

－９－

としての「さわやかバス（泉南市コミュニティバ

ス）」が多くの市民の皆様に御利用いただけるよ

う努めてまいります。

第４点目の「都市、自然と調和したものづくり」

について申し上げます。

本市の農業を取り巻く環境は、輸入農産物の増

加や後継者不足など、大変厳しいものとなってい

ます。しかしながら、本市におきましては、府内

有数の農業地域を有しており、都市近郊農業とし

て数々の農産物の供給地であることに加え、花卉

や鑑賞用樹木などを全国に供給しております。

このような地域特性を生かし、農業体験などを

通じて市民の皆様に自然に親しんでいただくため、

平成１７年度開園予定であります「（仮称）泉南

市農業公園」の整備を推進してまいります。また、

開園を契機として多くの方々に本市を訪れていた

だき、地域農業の振興と市民レクリエーションの

場の提供を図ります。

漁業につきましては、漁港漁場整備法の改正に

伴い、本市が管内の第１種漁港の指定権を有する

ことになったことを受け、「樽井船溜まり」を第

１種漁港「樽井漁港」として指定し、漁業振興に

おける拠点として適正な維持管理に努めてまいり

ます。

続きまして、第５点目の「泉南ブランドづくり」

について申し上げます。

長期的な景気低迷による厳しい経済情勢のもと、

地方自治体を取り巻く環境はますます厳しいもの

となっております。このような状況の中、本市の

基盤を支え、まちに豊かさをもたらすためには、

地元産業の活性化が不可欠であり、事業者・商工

会・組合など各関係団体と一体となって本市の個

性を生かした産業振興に努めてまいります。

また、本年度におきましては、大型小売店出店

に伴う地元商業者対策を図るため、道の駅的施設

整備に伴う運営方法の調査や商業施設等の施策及

び助成制度の拡充を図ってまいります。

また、新しい発想を取り入れながら「泉南ブラ

ンド」づくりに向けた取り組みを進めてまいりま

す。

第６点目の「充実した労働・消費生活づくり」

について申し上げます。



経済の低成長や産業構造の変革、雇用形態の変

化、雇用条件の悪化や高い失業率など、労働者を

取り巻く環境は非常に厳しい状況にあります。本

市におきましては、今回の大型小売店出店やりん

くうタウンへの企業進出などに伴い、 国・府など

の関係機関と連携を図りながら、 雇用の促進と安

定に努めてまいります。

また、本市におきましては、積極的な消費者保

護の観点から、市民に対してより幅広い分野の関

連情報や学習機会を提供し、消費者が安全で豊か

な生活を営めるよう消費者学習の充実に努めてま

いります。

最後に、「利便性を向上する情報ネットワーク

づくり」について申し上げます。

行政の情報化は、本市にとっても大きな課題で

あります。本市におきましても、情報の共有化や

意志決定の迅速化などを図るため、庁内ネットワ

ークに必要なケーブル設備やサーバーを導入し、

庁内ネットワークを稼動させ、本庁職員のほぼ１

人に１台のパソコン設置などを進めてまいりまし

た。これらの市行政ネットワーク基盤をもとに、

昨年８月には大阪府内の他自治体とともに「総合

行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）」への接続を開

始し、他自治体はもとより国交省、国省庁などと

の情報伝達の迅速化を推し進めてまいりました。

また、これを生かした直接的な市民サービスで

ある「公的個人認証サービス」も本年１月２９日

より新たに開始し、将来の電子申請など、市民へ

の情報サービスに必須となる情報インフラの整備

に貢献できたものと考えております。

今後とも、「電子市役所」実現への取り組みを

推進し、市民サービスの向上に努めますとともに、

情報投資に見合った事務の効率化、 組織のスリム

化を図ってまいります。

続きまして、第４章「快適なまち、個性のある

まち」についてでございます。

第１番目の「水・緑の環境づくり」について申

し上げます。

平成１５年３月には、本市の緑に関する施策を

総合的に進めるため、「泉南市みどりの基本計画」

を策定いたしました。計画に基づき、緑のネット

ワークを形成し、 自然との触れ合い、 安らぎのあ

－１０－

るまちづくりを進めてまいります。今後も、身近

な公園が地域の緑のシンボルとなるよう、特色あ

る公園づくりに市民とともに取り組んでまいりま

す。

さらに、防火・避難地などの防災空間としての

機能を持ち、市民生活に豊かさと安全性を確保す

る上で重要な役割を担っている公園や緑地の適正

配置を行ってまいります。

昨年、堀河ダム上流部の金剛生駒紀泉国定公園

内に新しい自然公園・環境教育施設であります

「紀泉わいわい村」が完成し、オープン以来、多

くの人々の憩いの場となっております。自然との

触れ合い拠点としての機能を果たすよう、本年度

におきましてもアクセスの整備を図ってまいりま

す。

また、第３章においても御説明いたしました農

業公園につきましては、平成１７年度オープンに

向け、より多くの市民が訪れ、利用される公園と

しての整備についても推進してまいります。

さらに、市民との協働のもと、本市における貴

重な自然との共存共生を目指し、生態系に配慮し

つつ、それぞれの個性に応じた保全を図ってまい

ります。

次に、第２点目の「住みたい生活環境づくり」

について申し上げます。

住宅は人々が安心して生活する拠点であり、生

活水準の向上や価値観の多様化、高齢化の進展や

生活様式の変化などにより、住宅に対するニーズ

も変化しております。

良質な住宅の供給と良好な住環境の形成はまち

づくりの基本という考えに基づき、住環境の改善

のため、老朽化した住宅の再整備を促進し、居住

機能の向上を図ってまいります。本年度におきま

しては、老朽化が著しい市営前畑住宅３号棟の給

水管改修工事を初め、引き続き市営宮本住宅２・

３号棟の建てかえに向け、居住水準の向上のため、

設備の改善やバリアフリー化の推進などを検討し

てまいります。

また、公共下水道は、流域下水道泉南幹線の進

捗に合わせて、整備エリアを拡大し、普及率の向

上に努め、水洗化を促進してまいります。雨水対

策につきましては、河川・排水路などと整合させ、



効率的な整備を図ってまいります。

今後とも、市民生活の利便性・安全性を高めて

いくために、上・下水道、公園・緑地などの都市

整備基盤の充実を図り、豊かな都市環境の創造に

努めてまいります。

第３番目の「交流ネットワークづくり」につい

て申し上げます。

交流ネットワークづくりの推進のため、市民ニ

ーズの多様化に対応した都市間交流及び地域内交

流が円滑に進むよう、安全で快適な道路づくりを

進めてまいります。

また、和泉砂川駅前は、本市の都市核としてふ

さわしい交通結節点整備に向けて検討を進めてお

りますが、本年度におきましては、都市計画変更

等の手続を進め、事業を推進してまいります。

今後も、地域が持つ特色ある立地特性を生かし、

計画的な機能配置を図ってまいります。とりわけ

市内の幹線道路の整備につきましては、まちづく

りを進めていく各拠点施設への連絡強化、市域内

移動の円滑化の向上を図るため、本年度におきま

しても、砂川樫井線や市場長慶寺砂川線などの道

路整備を推進してまいります。さらに、広域幹線

道路の泉南岩出線の整備促進を引き続き進めてま

いります。

また、本市域内のりんくうタウンにおきまして

は、これまでの分譲方式に加え、定期借地方式が

導入されたことに伴い、イオンモールの出店計画

を初め、新たに１０数社の企業進出が決定してい

るところであります。今後とも、大阪府と連携し、

りんくうタウンの一層の活性化に努めてまいりま

す。

なお、内陸部とりんくうタウンを結ぶ幹線道路

であります信達樽井線整備につきましては、この

機会に実施することが本市の発展と市民生活の向

上に大きなメリットがあるものと考えますので、

早期にりんくうタウンとの接続を図るため、事業

を推進してまいります。さらに、内陸部への交通

アクセスとして、渋滞のない円滑なモビリティー

の確保のための整備を促進してまいります。

一方、関西国際空港は、平成６年９月に開港し

て以来、ことしは満１０年を迎える節目の年であ

ります。地元市として、真の地域との共存共栄を

－１１－

目指して、大阪府や周辺地域等とも連携し、関西

国際空港の利用促進を初め、活用策について積極

的に検討してまいります。

続きまして、第４番目の「個性あるまちの顔づ

くり」について申し上げます。

美しいまち並みや道路景観は、地域の人々に安

らぎや潤いを与え、地域の魅力を高めます。魅力

ある都市景観を築くため、緑の空間づくりを図っ

てまいります。まち並みの景観向上のため、市民

と行政が協調し、環境を守り、美しい道やまち並

みづくりを進めてまいります。

また、市街地を横断する国道２６号（第二阪和

国道）につきましては、景観と沿道の有効利用の

調和を図りながら植樹帯、側道の改善が行われ、

良質な緑の道路空間が構築されております。今後、

市民参加による景観づくりを推し進め、都市の活

力を生み出し、安全で安心できる暮らしの実現の

ため、自然環境や歴史環境などの個性を重視した

魅力あふれる都市空間づくりを進めてまいります。

以上、市政運営の基本的な考え方並びに本議会

に提案をいたしております予算の内容を踏まえ、

施策の概要について御説明いたしました。

分権への動きが本格化し、「官から民へ」、

「国から地方へ」と構造改革が進められる中、自

治体は自主性・自律性を持って創意工夫を凝らし、

みずからの選択と責任において特色ある社会づく

りを進めていかなければなりません。そのために

は、地方財政基盤の確立は不可欠な課題であり、

財政的にも自立し、その権限と責任で住民が必要

とする行政サービスを提供することこそが真の地

方分権であると考えております。

このような状況の中、本市におきましても、社

会経済状況の変化や市民ニーズに的確に対応し、

効率的かつ効果的な行財政運営の確立を目指し、

現在策定中の「第３次行財政改革大綱」をもとに、

引き続き行財政改革への取り組みを鋭意進めてま

いります。

また、今後のまちづくりを考える上で避けるこ

とのできない市町村合併の問題につきましては、

昨年１１月に「泉州南合併協議会」が設置され、

３市２町により正式な合併手続に歩みを進めるこ

ととなりました。



今後、合併協議会の場において合併に向けた具

体的な協議調整が行われることとなりますが、そ

の協議調整を踏まえ、本市におきましても、市民

の皆様、そして議会とも十分議論を尽くしていき

たいと考えております。

平成１６年度は、本市のまちづくりを考えてい

く上において極めて重要であり、まさしく「泉南

市の岐路」を迎える年であると認識いたしており

ます。市民の皆様、そして議会とも十分な議論を

重ね、将来に禍根を残すことのないよう、本市の

まちづくりについてともに考えてまいります。

開かれた市政、市民参加の市政、清潔公平な市

政の推進をモットーに、市民が主体となるまち

「水・緑・夢あふれる生活創造都市 泉南」の実

現に向け、市民、議会とも手を携え、全力を傾注

してまいる所存であります。

どうか議員各位を初め市民の皆様におかれまし

ては、市政の推進に一層の御支援と御理解と御協

力を賜りますようお願い申し上げまして、平成１

６年度の市政運営方針といたします。

ありがとうございました。

○議長（堀口武視君） 次に、日程第４、代表質問

を議題といたします。

この際申し上げます。本定例会における代表質

問につきましては、先ほどの市長の市政運営方針

に対する質問に限りますので、その点よろしくお

願い申し上げますとともに、質問者の持ち時間に

つきましては、その答弁も含め１人１時間といた

します。

それでは、これより順次代表質問を許可いたし

ます。

まず初めに、２１番 真砂 満君の質問を許可

いたします。真砂 満君。

○２１番（真砂 満君） 堀口議長から発言の許可

を得ましたので、平成１６年度市政運営方針につ

いて、向井市長の基本的な考えをお聞かせ願いた

いと思います。

まず初めに、私どもの会派「グループ泉南」は、

結成して間もない会派でありますが、ベテランの

島原議員と上山議員と私の３名で活動を開始させ

ていただいております。私どもは、既に皆様方も

御存じのように、民主党並びに労働組合のナショ

－１２－

ナルセンターであります連合から推薦をいただい

ておりまして、労働者を初めとする市民の皆様方

の視点や日々生活する場の中で市政をとらえ、市

民福祉の向上を図るために研さんを積み重ねてま

いりたいと考えております。

今回の代表質問は、本来ですと市議会を代表す

る島原先生に御登壇を願うところでありますが、

会派幹事長という役目柄、私の方に回ってまいり

ました。代表質問トップであることとあわせまし

て少し緊張いたしておりますが、会派の３名を代

表しまして、ただいまより早速質問を行わせてい

ただきます。

まず、先ほど向井市長が述べられました新年度

の運営方針を聞かせていただき、そしてまた事前

に配付されておりましたペーパーを拝見させてい

ただき、率直に感じたことを述べさせていただき

たいと思います。

「ふれあいのあるまち」から「個性のあるまち」

まで４項目に分けて、これまでどおり各項目につ

いて述べられておられるのですが、失礼であると

は思いますが、はっきり申し上げて中身がない市

政運営方針だなあというのが正直な印象でありま

す。

冒頭での情勢や結びの決意の中で、現在の問題

点や取り組み姿勢は明らかになっていると思いま

すが、市民の皆さんから見て、向井市長が掲げる

市民が主役となる「水・緑・夢あふれる生活創造

都市 泉南」をイメージしたり、夢や希望など期

待できる内容ではないように思いますが、厳しい

財政状況の中でこの運営方針を作成された向井市

長自身の率直な感想を聞かせていただきたいと思

います。

次に、財政運営について質問さしていただきま

す。細部につきましては、一般質問で会派の上山

議員が行いますので、できる限り基本的な部分の

質問をしてまいりたいと思います。

１つは、行財政改革や健全化計画を実施しなが

ら、平成１４年度の決算が実質収支７億８，５００

万円の赤字を出し、５年連続して赤字になってい

ることに対し、どのように受けとめ、今後どのよ

うに真剣な対応をするかであろうと思います。

結果から見ると、既に議会にも示されておられ



るように、行財政改革の効果額を上回る税の伸び

悩みや退職金などの増大が挙げられるのかもしれ

ませんが、市民の皆さんからこの財政運営や結果

を見た場合、市役所は一体本気で取り組んでおる

のかとの声が民間企業と対比して出ていますし、

今後納税意欲にも少なからずの影響も出てこない

とも限りません。

今般、第３次行財政改革大綱素案を取りまとめ

られ、財政健全化計画と並行して取り組まれよう

といたしておりますが、大切なことは、健全な財

政の確立であり、財政の構造的な改革であろうと

思います。そのことは、行政も的確にとらえてお

られるわけですが、足らない点といいますか、補

わなくてはならない点は、根本的な問題点の取り

組み方であり、その進捗速度の停滞ではないかと

思います。

昔から、役所は何をするにも遅過ぎるとよく言

われるわけですが、その点について市長はどのよ

うに考えられ、新年度や今後どうされようとする

のか、お示し願いたいと思います。

２つ目は、職員の意識改革であると思います。

私は、以前から、まずやるべきは職員の意識改

革からと申し上げているわけですが、まだまだ全

庁的には浸透していないように見受けられます。

第３次行財政改革大綱の項目に職員の意識改革が

書かれておりますが、その中で書かれていること

を見ると、実態なり問題点の把握ができているの

に、それを効果的に運用できていない、マネジメ

ントでき得ないことに問題があるように思えてな

らないわけですが、その点について市長はどう感

じておられるのか、また職員のやる気についてど

のような取り組みをされるのか、お示し願いたい

と思います。

次に、合併問題について質問をします。

３市２町で設置されました泉州南合併協議会は、

精力的に合併協議を積み重ね、多くの自治体で合

併の是非を問う住民投票を得て、一定の方向性が

出されようとしていますが、将来の泉南市の行方

を考えた場合、この合併問題は、賛成、反対にか

かわらず非常に重要な問題であると思います。そ

ういった意味では、市長が方針で述べられていま

すように、泉南市の岐路として位置づけられてい

－１３－

ることに理解をするところであります。

私自身は、将来の泉南市を見据えた場合、市民

の生活を守るために合併は避けては通れない問題

であると考えていますが、現在の泉南市や周辺自

治体の状況を客観的に見た場合、楽観視できない

という危機感も一方で抱いています。

私自身は、何が何でも合併ありきの立場ではな

いわけですが、もし仮に合併がかなわなかった場

合、泉南市単独でこれまでの事務事業を継続する

ことが可能なのかどうか、またできる限り事務事

業の継続性を持たすためには、今後どのような取

り組みをせざるを得ないのかを今の時点で真剣に

考えておく必要があるように思うわけであります。

向井市長は当然、合併推進の立場であり、これ

までも積極的な推進役として取り組んでこられて

いるのですが、もし合併ができなかった場合、特

に財政問題について、今まで以上に厳しい運営を

せざるを得ないと考えますが、市長のお考えを聞

いておきたいと思います。

財政面におきましては、いろんな要素がありま

すが、特に議会でも大きな問題になった信達樽井

線事業を予定どおり進めていくことが賢明なのか

どうかを聞いておきたいと思います。

私は、この信達樽井線事業に賛成の立場で今日

いるわけでありますが、それは合併が予定どおり

進むという前提であります。今後合併ができなく

なり、交付税がカットされていくような状況にな

った場合、この事業が今後の市財政に大きな負担

となることが予想されます。そういった場合、そ

の進捗を変更する覚悟を今の時点でお持ちなのか、

特に聞かせていただきたいと思います。

また、人件費などの義務的経費が財政の硬直化

の要因となっているわけですが、人件費のうち、

他市との比較で清掃や保育所、幼稚園、福祉等に

係る費用が多いとの指摘がされていますが、この

分野での市長の政策を今後どのようにされていく

のか、お聞かせ願いたいと思います。合併議論の

中で積極的な方向性を導いていくことも１つの方

策であると考えますが、いかがでしょうか。

次に、連合推薦議員ということもございますの

で、労働政策についても聞いておきたいと思いま

す。



厳しい経済状況の中で、労働を取り巻く状況は

改善の兆しすら見えない状況であります。とりわ

け中高年齢層や若年層は、就職の機会を得ること

すら難しい状況であり、市内での新たな雇用の創

出が待ち望まれています。

そういった中で、今般、イオン進出に伴う雇用

に対する期待感が高まっていますが、市内に潜在

する労働力をいかに活用できるのか、そのために

行政が果たせる役割は何なのかを打ち出すことが

肝要であると考えますが、どうでしょうか。

また、地場産業が完全に衰退する中にあって労

働政策が行政の中で皆無に等しいことは、市民の

生活の安定や税の確保の観点から見ても残念でな

りませんが、今後こうした分野について力を注い

でいくお考えがないのかどうか、聞かせていただ

きたいと思います。

あわせて、現在、泉南市には正規職員のほかに

数多くの嘱託職員や臨時職員が雇用されています。

雇用があることだけをとらえると喜ばしいことで

ありますが、その雇用のあり方や運用について、

いささか問題点もあるように見受けられますが、

法律をつくり、民間を指導する立場である行政が

法遵守を忘れ、使用者責任を果たさないようでは

話になりません。

向井市長は、細かな点にまでは掌握されてはお

られないでしょうが、厳しい財政状況の中にあっ

ても法律を優先させる立場なのか、それとも何が

あっても財政優先なのか、お示しください。そし

て、仮に逸脱行為が判明した場合、直ちに最高責

任者として改善や是正を指示されるのかもあわせ

てお示し願いたいと思います。

最後に、市営３住宅の問題について質問いたし

ます。

覚書では、新年度末、平成１７年３月までに解

決することになっていますが、さきの１２月議会

の質疑を聞いていますと、大阪府との協議ではど

うも思うように進んでいないように受けとめまし

た。

定期借地も含め、住民の皆さんと合意できる方

策ということで努力されていることだと思うわけ

ですが、私は従前から申し上げていますように、

市長が政治判断を行い、払い下げをする決断をす

－１４－

ることに期待をいたしております。しつこいなと

思われそうですが、市営住宅として位置づけて考

えても、過去からの経緯から、現在の居住者以外

の方の入居は事実上できず、市営住宅であって市

営住宅でない状況が既に何十年も続いており、今

後も続いていくわけであります。

定期借地にしても、払い下げにしても、行政的

に乗り越えなければならない課題があるならば、

過去の払い下げの財政状況と同じ今日、市長がこ

こ一番決断して解決を図ることが望ましいように

思いますが、いかがでしょうか。

以上、項目を絞らせていただき質問さしていた

だきました。本来なら、それぞれの項目や新規施

策や事業について質問や意見等を述べさしていた

だきたかったのですが、時間的な制約もございま

すので、その点については予算委員会で行わせて

いただきたいと思います。

最後に、これほどまでに厳しくなっている現状

をお互いが認識する中で、６万５，０００人の泉南

市民のために何をなすべきか、真剣に議論してま

いりたいと思いますので、向井市長におかれまし

ては、お気に召さない部分もあろうかと思います

が、前向きな御答弁をいただけることを期待し、

壇上からの質問を終わらしていただきます。

○議長（堀口武視君） ただいまの真砂議員の質問

に対し、市長の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 真砂議員の御質問に順次お

答えしてまいりたいと思います。

まず初めに、市政運営方針のことについて触れ

られておられましたけれども、市政運営方針とい

いますのは、冒頭でも書いておりますように、平

成１６年において本市としてどのような市政運営

をするのかという基本的な考え方、それと主要施

策の推進について述べるというものでございまし

て、個々それぞれの具体的な事業内容まで、なか

なかボリュームの関係もありまして、すべてを申

し上げるというわけにはいかない部分がございま

すので、その基本的な考え方というふうにおとり

いただければ幸いというふうに思っております。

そして、私が掲げております「水・緑・夢あふ

れる生活創造都市 泉南」に対して、なかなか期

待できる内容ではないのではないかと、こういう



ことでございますけれども、私は従来から泉南市

は海から山まであるという自然特性を生かしたま

ちづくりを進めたいということを申し上げてまい

りました。

それが、私の感じといたしましては、相当動き

出して、しかもそれが一定効果を発揮してきてい

るというふうに思っております。特に、山手につ

いては昨年の紀泉わいわい村、あるいは１７年度

オープンいたします農業公園等、市民のいやしあ

るいはレクリエーションの部分が整ってまいりま

したし、それから農地開発したところにも阪急百

貨店の野菜づくりという新たな展開もできるよう

になりました。花卉団地の方々も頑張っておられ

るということで、そういうやっぱり基盤があって

物が動いてきてるんじゃないかなというふうに思

っております。したがって、そういうものが順次

できつつあるということ。

それから、本市に不足をしておりましたいろん

なショッピング、特に日常生活品は市内で賄える

わけでございますが、耐久消費財といわれる物あ

るいは高級志向の物等については、市外に商圏が

流出しておったわけでございますが、今回りんく

うタウンにできます大型商業施設によってかなり

の部分が市内で充足できるようになる。そういう

いわゆる生活創造都市というのは、このまちでい

ろんなことが充足できるようなまちにしたいとい

う願いがあったわけでございますが、それがかな

り充実できるのではないかと。

また、不足しておりましたアミューズメントの

部分についても、この大型商業施設の中でかなり

充足できるのではないかというふうに思っており

ます。シネマコンプレックスも８つの映画館がで

き、封切り館がここにできるということもござい

ますし、その他のアミューズメントの部分も充実

するということでございますから、そういう意味

では、消費者の皆さんにかなり大きな期待をいた

だけるんではないかというふうに思っているとこ

ろでございます。

大きな総合計画に掲げたイメージでございます

んで、一朝一夕にはいきませんけれども、着実に

前進をさしていきたいというふうに思っておりま

して、ことしはそういう意味で本市はひとつ元気

－１５－

の出せる年ではないかなというふうに私自身は思

っているところでございます。そのような願いも

込めた市政運営方針であるというふうに御理解を

賜ればありがたいと思います。

それから、質問の内容でございますけれども、

まず行革関係についてでございますが、平成１３

年度から２次の行革を行いまして、事務事業の整

理合理化や人件費の削減等、効果額にしまして約

１８億８，０００万円の経費節減が得られたところ

でございますが、全体としては一律削減やシーリ

ングなど、従来からの緊縮策的な手法が中心とな

ったところでございまして、行財政構造の転換を

図っていく必要があるというふうに考えておりま

す。

そういう意味で財政の健全化、今、道半ばの中

にありまして、今回お示しの第３次行財政改革大

綱（素案）では、急速に変化する社会経済情勢の

変化や地方分権の進展、あるいは三位一体改革等

の国の動向に対応し得る柔軟な行財政運営基盤を

確立することで、市民ニーズに的確にこたえてま

いりたいと考えておりまして、財政構造を既存の

枠組みの中で改善することとあわせまして、自治

体の役割や構造そのものの転換を図り、根本的な

構造改革を推進していかなければならないと考え

ているところでございます。

前回の第２次行革大綱は、第１次の行財政改革

実施期間（平成９年度から１１年度まで）終了時

よりその策定まで１年余りの期間を要したわけで

ございますが、今回の第３次行財政改革大綱案は、

実施期間が途切れることなく、本年３月末をめど

に大綱案を、また６月をめどに実施計画案を策定

することといたしております。

また、第２次の実施期間中に実施できなかった

項目につきましては、引き続き早期の実施に向け

取り組んでまいる所存でございます。そのため、

早急に大綱案を取りまとめ、実施計画を策定した

中で、すべての職員が危機感を持って着実かつ迅

速に改革に取り組んでいくため、強力なリーダー

シップを発揮してまいりたいと考えております。

それと、役所は何事についても遅過ぎるのでは

ないかということでございますが、民間に比べて

確かにそういう面はあろうかというふうに思いま



すが、しかし我々地方自治体も従来のような感覚

でおってはいけないというふうに思っておりまし

て、よりスピーディーに、また果敢に取り組んで

いく必要があるというふうに考えております。

したがいまして、特に幹部職員に対しましては、

この点についても十分認識を持たせ、また言われ

るように改革の実を上げるために、さらに速度を

高めていく、こういうことの指示もいたしており

ますし、きちっと今度は一定期限を切りながら、

その目標に向かって達成を目指していきたいと、

このように考えているところでございます。

次に、職員意識の改革ということの御指摘もご

ざいました。

財政の健全化を図っていくためには、やはり職

員がいかに意識改革を持つかということにかかっ

ているというふうに思っております。今までの行

政運営は、手続や形式あるいは前例の遵守や踏襲

にとらわれる傾向がございまして、本来なら顧客

であります市民の満足度がどれだけ向上したかな

どが余り評価されないといった組織的風土が潜在

的に存在するものと考えておりまして、こうした

状況の中で職員の意識改革の進展は大きな課題と

なっておりました。

今後は、泉南市の今置かれている大変厳しい現

状を真摯に受けとめ、職員一人一人の行動が市民

満足度の向上やまちづくりの達成に貢献すること

を改めて問い直していく必要があり、そのため職

員研修制度の充実強化とあわせ、人事評価制度の

導入などを通じて、職員のやる気を高めることで

意識改革と同時に組織の活性化を図っていきたい

と。

職員の皆さんにおかれても、こういう厳しい状

況、あるいはこれからの厳しい対応ということを

十分肌で感じていただいているものというふうに

思っておりますので、さらに職員の皆さんの意識

の改革というものを我々としても全職員に伝わる

ように改革を進めていきたいと思っております。

また一方、マネジメントできないことに問題が

あるんではないかという御質問でございますが、

やはり幹部職員というのは自分の行っていること

に対して、それを着実に推進していく、あるいは

改革をしていくというマネジメントをしていく能

－１６－

力をとらえてるわけだというふうに思います。私

もそういう意味では、特に幹部職員になりますと、

その力量というものが問われ、また発揮させなけ

ればならないというふうに考えております。

したがって、特に部長級職員においては、まず

みずからの部内の掌握はもちろんでございますが、

その中の行財政改革の項目等についてきっちりと

把握、伝達し、また改革の実を上げるということ

を指示をいたしております。

さらに、その上に幹部職員は全体としての行革

本部委員でもあるわけでございますので、他の部

も含めた全市的な立場で、その問題点なりあるい

はいろんな意見を出してマネジメントに参画して

いくということが求められております。そういう

意味で、私を本部長といたしております行革推進

本部におきましても、みずからの部だけではなく

て、市全体としての意見も出ております。

そういう中で、さらにこの機能を充実させるよ

うなことを幹部職員には求めていきたいというふ

うに思いますし、それがその幹部職員の能力を見

る１つのバロメーターというふうに私は思ってお

りますので、そういう視点から今後とも厳しく対

応してまいりたいと考えております。

次に、合併問題と関連いたしまして、財政問題

についての御質問がございました。もし、合併が

できなかった場合、特に財政問題について今以上

に厳しい運営をせざるを得ないと考えております

が、市長の考えはどうかと、こういうことでござ

います。

特に今回、従来の税収落ち込みあるいは景気の

回復のおくれ、こういうことだけではなくて、新

たな課題が惹起してまいりました。それは三位一

体改革なんですね。これは、国の考え方そのもの

に我々全国市長会も反対するわけでございません。

できるだけ地方に色のつかないお金を渡して、み

ずからがさまざまな計画あるいは立案のもとに、

その意思に基づいて事業なりいろんな施策を行う

ということでございますから、それは地方分権の

考え方からすれば大いに歓迎するところでありま

す。

ただ、御承知のように補助金は減らしていく、

あるいはなくしていく方向、そして地方交付税も



改革という名のもとに減らしていく。一方で税源

移譲ということにつきましては、もう一つ明確で

ないと。しかも、減らされた分だけ税源移譲で穴

埋めできるんかというと、そうじゃないと。約８

割程度ということでございますから、その２割が

さらに税源不足として今回、この１６年度から発

生してきております。本市におきましてもかなり

の額になります、試算しますとですね。これもこ

れからさらに大変厳しい行財政運営が強いられる

１つになってくるというふうに思っております。

私どもは、税源移譲についてはきちっとした恒

久的な税源移譲をしてくれというふうに申し上げ

ておりますが、やっと暫定的ではございますが、

所得譲与税という形で一定の税源移譲がなされる

ことになりましたが、しかしそれは十分ではござ

いません。ですから、大きなそういう財政上の問

題がさらに各自治体に覆いかぶさってきてるとい

うことでございますから、もし単独でいくとなれ

ば、今までやってきた事業、施策、すべて見直さ

ないといけないと私は思っております。

ですから、単独でいくということをもし選択し

たとなれば、我々行政、議会の皆さんもそうだと

いうふうに思います。市民の皆様も一定の覚悟を

持って臨まないと、とてもやっていけないのでは

ないかと私は思っております。

したがって、今までやってきた事業についても、

さらに精査をしながら中止するもの、あるいはし

ばらくやめるものとかそういうこと、それとサー

ビスの水準についても再度検討しないといけない

と思いますし、一方では負担ということももう一

度考え直さなきゃいけない、そういう厳しい時代

に入っていくと私は思っております。将来を楽観

的に見るか、危機的に見るかということだという

ふうに思いますが、私は非常に危機的な意識を持

って見ております。

それと、それに関連いたしまして、信達樽井線

の事業を合併がない場合、予定どおり進めるのか

ということでございますけれども、今回の信達樽

井線を整備する上で、財政面の検討が最も大切な

要因であると認識をいたしております。今回イオ

ンモール並びにりんくうタウンへの進出企業から

の税収等によりまして、本事業に伴う借入金の返

－１７－

済が可能であるというふうに考えておりまして、

合併のあるなしにかかわらず、整備する方向で今

後も推進してまいりたいと考えております。当然

ながら、合併があった場合は継続事業として、新

市の事業計画に位置づけられるものというふうに

考えております。

公債費につきましては、この道路整備分につき

ましては、一時期厳しいときもございますけれど

も、トータル的には財政運営上大きな支障がない

ものというふうに考えております。今回もさらに

有利な一定臨道債の中でもそういうシステムを導

入することができましたし、さらに負担の軽減を

図っていきたいと考えております。

もし、この信達樽井線の整備が原因で財政状況

が悪化した場合には、以前にも申し上げておりま

すように、大阪府として誠意を持って協議に応じ

るという知事との覚書もございますので、それを

もって本市が危機的な財政に陥ることのないよう

に措置をできるものと考えております。

この道路整備といいますのは、なかなかある１

つの機会がないと整備できないというふうに思っ

ております。１つの路線を整備するためには、２

０年、３０年かかる。本市でいいますと、砂川樫

井線がそうであります。空港関連で市場岡田ある

いは岡田吉見線等早期にできましたけれども、こ

れは１つの空港関連というインパクトがあってで

きたことでございます。今回も、本市がこの信達

樽井線をりんくうまで抜こうとすれば、数十年か

かるところでございます。

一方では、約１７億円で用地の先行取得もして

おりまして、その返済ができていかないというこ

ともございますが、今回数年間でこれをやろうと

いうことで財政的な支援も得られますし、また一

方ではその先行投資した部分の約１７億円の買い

戻しもできると、そして新たな問題のある地域へ

の投資もできると。こういうふうに物事が回転を

していくことになるというふうに思っております。

停滞ではなしに動くということが大切だというふ

うに思っております。

それと、あと清掃とか幼稚園、保育所等につい

ての今後の課題ということについてでございます

けども、平成１３年度から３カ年の第２次の行財



政改革では、事務事業の見直し等とあわせまして、

職員数の削減にも取り組んでまいりました。その

結果、平成１２年度で７１６名の職員がおられま

したが、平成１５年度当初では６７３名となりま

して、この間で約６％の削減を実施したところで

ございます。

しかし、類似団体と比較して職員数や人件費の

占める割合は依然として高く、今後の行財政運営

を円滑に図っていくためにも、職員数や人件費の

削減が本市の大きな課題となっております。

そこで、これらの課題解決には、ごみ収集業務

等のアウトソーシングや保育所の公設民営化など

が有効な手段と考えておりまして、先般お示しを

いたしました第３次行財政改革大綱（素案）にも

掲げておりますとおり、サービスの効率化と同時

にサービスの維持向上が図れる業務につきまして

は、早急に具体の実施方針を取りまとめの上、民

間の発想や能力を十分取り入れた中で、経費の節

減及び市民の満足度を高めていきたいと考えてお

ります。

また、合併論議の中でこの保育所等の問題も１

つの方策が導かれるのではないかということでご

ざいますが、当然１つのまちとなった場合、新市

としてのこういう清掃あるいは保育所、幼稚園等

の運営方法、若干それぞれ違いますので、これら

についてやはり整合性を図っていく必要があると

いうふうに考えておりますので、合併論議の中で

も１つの課題であるというふうに考えております。

それから、労働関係についても、これから地方

行政が果たしていく役割が大きいのではないかと

いうことでございますけれども、御指摘のように

今回イオンモールの出店によります雇用状況につ

きましては、核店舗あるいは専門店等を合わせま

して、１，５００人から２，０００人程度の雇用を見

込んでると聞き及んでいるところでございます。

本市といたしましては、地元雇用ということに

おいて、イオンモールに対して強く要望を行った

結果、イオンモール出店に伴い、地元採用を考慮

するとの一定の回答をいただいておるところでご

ざいます。また、本市といたしましても、従業員

の募集に対し、就職希望者の受けやすい環境をつ

くるため、市域内においての面接等の場所提供を

－１８－

イオンモールに働きかけをしていきたいと考えて

おります。

さらに、今回の規制緩和によります職業安定法

の改正によりまして、地方自治体としての行政施

策に関する業務に附帯する無料職業紹介事業を義

務づけではございませんが、自治体としてできる

こととなりました。今後、ハローワークと仕事の

分担を調整し、今回のイオンモール出店に伴う雇

用にも対応してまいりたいと考えております。

地方自治体が職業紹介事業なんかを行う場合に

当たりましては、無料紹介責任者講習会を受講す

るなどの人材育成と、事務手続、それに伴う職員

の確保、場所等が必要であるというふうに考えて

おりますので、これらについて準備をしてまいり

たいと考えております。

また、大阪府等とも協力しながら、高齢者や障

害者等の雇用につきましても、現在イオンモール

に対しまして、大阪府からもこの優遇制度がござ

いますので、それを示しまして積極的に考慮する

ように申し入れを行っていただいているところで

ございます。

また、雇用だけではなしに、労働全般について

の施策を行う労働関係の窓口といいますか、その

所管を充実すべきでないかということでございま

すが、これからやはり中高年層がどんどんふえて

いくという中でもありますし、またこの厳しい労

働社会の環境でもございますことから、雇用だけ

ではなくて、さまざまな相談とか、あるいはいろ

んな企業と行政との連携とか、あるいは意思の疎

通、こういうことを図っていく必要がある時代に

入ったというふうに考えておりますので、その必

要性は十分認識をいたしております。

今後、これらについては議員御提案ございまし

た労働関係の充実について、私どもとしてもでき

るだけそれに近づけるように努力をしてまいりた

いと考えております。

それから、職員の雇用のあり方についての御質

問もいただきました。

特に多分嘱託・アルバイト雇用の問題ではない

かなというふうに思いますが、嘱託、アルバイト

の任用形態につきましては、原則的なものと例外

的なものに分かれております。正規職員の任用が



原則的な任用でございまして、嘱託、アルバイト

につきましては例外的な任用に位置づけられるも

のと考えております。

嘱託職員の採用につきましては、基本的には競

争試験による方法により採用をいたしております。

アルバイト職員の採用につきましては、雇用を希

望する方に履歴書を提出をしていただく登録制を

とっております。アルバイト職員が必要な場合に

は、登録者の中から順次、選考により採用をいた

しております。

雇用に当たりましては、地公法等の任用基準に

よる雇用が基本であると認識しておりますが、現

状での地方公務員の業務遂行におきましては、多

様化する住民ニーズに対応するためには、特殊な

勤務形態をとらなければ対応が困難であるという

現場それぞれの実情に合わせた多様な雇用形態が

必要となっております。

しかしながら、現行の地公法におきましては、

多様な雇用の形態に対応する手だてが難しい現状

となっているものと考えております。従前より嘱

託・アルバイト職員の任用のあり方につきまして

は、議論されてきた経緯がございます。議員御指

摘の事柄につきましては、さらに検証する必要が

あることは十分に認識をいたしておりますので、

御指摘いただいた問題点につきましては、真摯に

受けとめ、よりよい雇用のあり方と改善に努めて

まいりたいと考えております。

もちろん法の遵守ということは、行政でござい

ますから大切でございますし、そうであらなけれ

ばならないというふうに思っております。一方、

その中で可能な限り行財政改革という中で知恵を

出す必要もあるというふうに考えておりますので、

御理解をいただければというふうに思っておりま

す。

次に、３住宅の問題について御答弁を申し上げ

ます。

市営３住宅に関しましての裁判和解後、平成１

７年３月までに、定期借地権等を含め双方円満解

決に向け努力する旨の公営住宅の住宅整備に関す

る覚書を平成１５年２月１７日付で取り交わした

ところでありまして、以後この覚書に沿って代表

の方と話し合いを重ねてまいりました。

－１９－

一方、大阪府とも鋭意協議をいたしてまいりま

して、現在は大阪府を通じまして国土交通省にお

いて、国・府双方で法的な是非等も含め方策につ

いて協議検討を行っていただいておりまして、近

々に一定の方向性、見解が示されるものと認識を

しておりまして、市といたしましてもそれを受け、

より具体的な協議に進展できるものと考えており

ます。

いずれにいたしましても、できれば国・府の理

解のもとに解決できる方策というものを今探って

おります。これはやはり市全体を考えた場合、将

来やはりまだまだ、先ほどの市政運営方針にも述

べましたように、我々の方も住宅整備という課題

が残っておりますので、ペナルティー等のないよ

うに、できれば国・府等の理解を十分いただいて、

我々の主張を一方では認めていただいて、その中

で入居者の皆さんとの話し合いの中で、できれば

円満に解決できる方法を探っておるわけでござい

まして、大阪府も一定の理解をいただいて、国の

方と今懸命な協議をしていただいております。

先ほども言いましたように、一定の見解が近々

示されるものと大阪府から聞いております。それ

が出ました段階で、我々もまた入居者の皆さんと

話し合いをして、この１７年３月を目標に解決で

きるように全力で当たりたいというふうに考えて

おります。

したがいまして、１６年度予算においても、過

去一度測量した経緯もございましたけども、今の

登記のきちっとした枠組みには不十分であった点

もございますんで、３住宅について改めて用地の

確定の測量費を計上をいたしたところでございま

すので、我々は我々としてできる準備を着々と進

めているところでございますので、御理解をいた

だきたいというふうに思っております。

いずれにいたしましても、議員も言われました

ように、本市にとりまして、この１６年というの

は極めて大切な１年であるというふうに考えてお

りますので、それは合併の問題、あるいは財政健

全化の問題、一定の方向性をきちっと出す年だと

いうふうに思っておりますので、肝に銘じて市政

運営に当たりたいと思います。どうかよろしく御

理解賜りますようお願い申し上げます。



○議長（堀口武視君） 真砂議員。

○２１番（真砂 満君） 大変御丁寧に御答弁いた

だきまして、ありがとうございます。若干時間が

ございますので、順番は前後いたしますが、質問

をさしていただきたいと思います。

まず最初に、傍聴者も来られておりますので、

住宅の問題を先にさしていただきたいと思います

が、確かに今市長がおっしゃられたように、何も

ペナルティーをあえて受ける必要がないというふ

うには私も思います。

ただ、どうなんでしょうかね、１２月の――近

々に一定の見解が出るということなんでしょうけ

ども、結局は今の現在の法律をどういうふうにう

まいことすり抜けるのかと、もうその程度なのか

なというふうに考えてるんです。本当にそんな中

でうまくいくのかなと、一方で不安視するんです

ね。法律でいくと、やっぱり公営住宅ですから、

家賃をいただいて一般的な公営住宅の方法しか本

来はないわけで、すり抜けられる方法があること

自身が問題だというふうに思うんですよ。

ただ、過去からの経緯、泉南市独特の経緯があ

りますよね。裁判という一定の方向性は出ました

けども、やはり行政の皆さんの大半もそうですし、

住民の皆さんもそうだというふうに思うんですが、

やはり一定行政と市民との約束事ということから

すれば、本来の公営住宅として維持していくとい

うのは、やはり私は無理があると思うんです。

壇上でも言いましたように、６０数軒の方が公

営住宅に入居されているわけなんですが、公営住

宅というのは、そもそもその方を限定をして未来

永劫にその住宅に入っていただくという制度では

ないんですよね。やはり福祉の観点で、一定入れ

かえも含めてやっていくということが本来なんで

すが、泉南市の住宅を見てみますと、決してそう

いうふうな形がとられている部分というのは、非

常に少ないんです。だから、その方々だけの住宅

になっていますんで、そこらの問題があると思う

んです。

特に、３住宅の場合は過去からの経緯があるん

で、一定それは仕方ない部分だというふうに思う

んです。だってもう何十年、１０年すればあなた

方のものですよということで今日まで来られまし

－２０－

たし、維持補修にしてもそうですし、全部住民負

担でやられてきてる。建てかえ、建て増しにして

も、行政は何らの手だてといいますか、クレーム

もつけてないですよね。容認をしているというこ

とから見ても、そうだというふうに思うんです。

以前に市内の数団地で払い下げをされた状況を

議事録で見てみますと、今の財政状況と同じよう

に非常に市財政が厳しい折に、一定の当時の首長

さんが決断をされて払い下げをされてきたという

ことになっておるわけですよね。

今の泉南市を見ても、まさに同じような状況で

はないのかなというふうに私は思うんです。ざっ

と時価の、当時の５１．何％ですか、の部分で払い

下げを現在した場合、ざっとですよ、ざっと計算

しても、今２億円程度市の方に入ってくると。定

期借地にしても、既に使用料としていただいてる

旧の住宅の使用料を見てみますと、固定資産税分

しか収入としてないんですよね。

仮にもしこれが定期借地としても、一般的に数

十年先まで定期借地の契約をしていくわけですか

ら、固定資産税分ぐらいだけの収入で市財政を考

えた場合、一定売り払った方が固定資産税として

は当然入ってくるわけですから、もうこの際きち

っと市長が政治判断をしていただいてした方が、

かえって市のためになるんではないのかなという

ふうに私は思っています。その辺は、行政にたけ

ている市長と私との考え方はかなり違うのかわか

りませんけれども、本来泉南市としてもその方が

いいのかなと。

これから厳しい状況になってきた場合、泉南市

として本当にそういった市営住宅をたくさん持っ

て運営できるのかなというふうに考えた場合、私

は１つの決断を市長がすべきだろうというふうに

思ってますし、近々にどのような国なり府の見解

が出るのかわかりませんけども、そのときにあわ

せて本当に一定の政治決着を図っていただきたい

というふうに思うんで、市長はこの近々に出る府

なり国の見解をとらまえて決着をされるのか、そ

の辺だけまずお聞かせを願いたいと思います。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 先ほども言いましたように、

昨年私も府の建築都市部長にお会いして、早く府



としても対応してくれということを申し入れして

きました。府も今、国と一生懸命やっていただい

ております。私も、この１７年３月ですね、これ

は覚書上は努力目標にしておりますが、努力目標

じゃなくて、解決するという意気込みで、いろん

なバリエーションを私なりにも考えておるわけで

ございます。

したがって、国の一定の方向が出れば、そのと

おりいけるのかどうか、あるいは多少また知恵を

出さなきゃいけないのかどうかわかりませんけれ

ども、そういう観点から入居者の皆さんの御要望

におこたえできるような形で解決をしたいと。も

ちろん合併ということになれば、合併前に当然き

っちりと決着をつけると、こういう決心をいたし

ておりますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。

○議長（堀口武視君） 真砂議員。

○２１番（真砂 満君） 市長の方でいろんなバリ

エーションを考えられているということでござい

ますけど、私は今の家賃でいくのか、新たな提案

として定期借地、それ以外考えられるのはもう払

い下げしかないのかな、単純にその３つかなとい

うふうに思っていたので、また後ほどでも結構で

ございますから、そのバリエーションについても

また聞かせていただきたいなというふうに思いま

す。

次に、労働問題でございますけれども、市長は

積極的に今後検討されていくということでござい

ますから、ぜひともそうしていただきたいなとい

うふうに思います。

今の行政の窓口は、商工の担当で労働関係も若

干していただいてるのかなというふうに思うんで

すけども、商工業とあわせて労働政策を１つの課

なり係として充実させていくことによって、市内

の市民の生活の安定と税の確保につながっていく

というふうに思います。

そのためにも、商業なり工業なりをきちっと市

内に根づかしていく、そこで働く労働者、そうい

った人たちの雇用の創出をして権利、権限を守っ

ていく、そういったことが重要かなというふうに

思ってますので、ひとつよろしくお願いをしたい

というふうに思います。

－２１－

それと、泉南市役所の雇用でございますけれど

も、確かに職員数が６％下がってきております。

平成８年からすれば、既に７１名の正規職員数が

自然退職の不補充という形でされてきてるわけで

すけども、一方では嘱託職員なり臨時職員の雇用、

この数が非常に多いんですよね。正規の職員が減

ってもそういった、逆にいうと不安定労働者がふ

えることがいいのかどうかという問題もあるとい

うふうに思ってます。

これまでにも、予算、決算の中でも意見を述べ

させていただいてはおるんですけども、この傾向

というのが一向に改善されていかない。一部臨時

職員の部分で若干の改善は見られたかというふう

に思うんですが、この総数が３００を超えるとい

う形になってきますと、ちょっと待てよと。職員

を７０名減らしたかて、臨時職や嘱託職員が３０

０人以上おったら、一体役所全体で何人いてんね

んということになるというふうに思いますし、市

民の皆さんがこの数字を聞いた場合、非常な驚き

を持つんではないのかなというふうに思います。

この数字は常勤雇用ではございませんので、延

べ数という数字でございますから、その辺は若干

違うと思いますが、延べ数でいくと３３０人をは

るかに超えている数字だということでありますか

ら、この辺の雇用のあり方、今、市長は任用につ

いては述べられておりますので、この本会議場で

は述べないようにしたいと思いますが、任用その

ものについてもやはり問題があるというふうに私

は思ってます。

確かに、特殊性なりいろんなニーズの問題でい

ろんな雇用をしなければいけませんし、国の方で

は公務員の改革ということで議論されておりまし

て、近々にはそういった制度改革もされるのかな

というふうに思いますが、現状ではあくまでも地

公法に基づく任用でしかないわけでありますから、

その任用の中でいかに泉南市役所としての雇用体

制をとっていくかということに尽きるというふう

に思ってますので、労働政策とあわせまして、市

みずからの雇用については、ぜひとも改善をして

いただきたいというふうに要望をしときたいとい

うふうに思います。

それと、本来、一番議論をしなければいけない



のは、これからの財政運営かなというふうに思っ

てます。

きょうは、市長は壇上の方でかなり厳しい見方

の中で考え方を述べられました。私自身ももしこ

れが、今、合併議論が進んでおりますけれども、

合併ができなかった場合、将来の泉南市、今のま

まではもうないのかなと、極端に言うとそう考え

てます。

今、確かに一生懸命行財政改革をされておりま

すけれども、国の三位一体議論の中で、税の確保

がきちっとできなかった場合、今の行革どころで

はない、もうそんな行革してても始まらんぐらい

の厳しい状況になってくるのかなというふうに思

っています。

そのことをやはり職員なり議員なり市民の皆さ

ん方にきちっと説明をしとく必要があるんではな

いのかなと、私はそう思うんですよ。それがない

限り、今後の泉南市どうしていくんだ、これから

どうしなければならないんだという議論にならん

のではないのかなというふうに思うんですが、そ

こらあたりについて市長は余りにも、議会にもそ

うですけども、述べられていないんではないのか

なというふうに思うんですが、その辺については

いかがでしょうか。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 御指摘の点は、去年ぐらい

から急にこの三位一体改革という流れが出てまい

りまして、それがなかなか具体的に数字としてカ

ウントできないという状況がございました。ここ

に来てやっと、それでもまだおぼろげなんですが、

これぐらいだろうと、これぐらい減るだろうとい

うのが出てまいりました。したがって、それを見

て、非常に危機感をさらに強めたというのが事実

でございます。

これは我々だけではなくて、全国の市町村すべ

てがもう予算が組めないということで、総務省に

何とかしてくれというふうに訴えております。そ

ういうぐらい厳しい内容なんですね。特に小さな

町村、過疎の町村については、さらに厳しいと思

います。ですから、それらを踏まえてやっと数字

が明らかになってきたと。その中で、本市が幾ら

自助努力をしても、それを超えるような削減とい

－２２－

いますか、そういうことが発生してくることがわ

かりました。したがって、非常にさらに危機感を

強めてるというのが現状でございます。

したがって、市民の皆さんあるいは議会の皆さ

んもそうでございますけれども、我々も具体にそ

れが明らかになった時点で、御説明あるいはお知

らせをしていく必要があるというふうに思ってお

ります。

ですから、御指摘のとおり、今までなかなか具

体性がなかったわけでございますが、姿が見えて

まいりましたので、今後はそういう情報公開とい

う面で大きく我々も訴えていきたいと、このよう

に考えております。

○議長（堀口武視君） 真砂議員。

○２１番（真砂 満君） 確かに、きちっとしたも

のが出ない限り、なかなか説明するにしたって難

しいかなというふうに思います。

ただ、三位一体論の中ではそういったことがず

っと言われてきておりまして、マスメディアを通

じていろいろ報道はされてきてるわけですから、

我々地方行政の末端に携わる者としても、やはり

その辺についてはきちっと自分なりに情報収集も

含めてやっていかなければいけないし、さまざま

な判断をするときに、そういった今後の状況とい

うものも大きな材料になってくるのかなというふ

うに思ってます。

特に、近々の課題とすれば、やはり大きな問題

としては合併議論についても、そのこととやっぱ

り並行して考えていかなければいけないのかなと

いうふうに思います。

ただ、今の現在の市財政なり、これまでの財政

だけを考えて合併議論をするのと、将来のそうい

った交付税の削減等を見越して合併議論するのと

では、大きな方向性についての選択肢が変わって

くるのかなと、私はそう思ってるわけなんですけ

ども、そこらについても今後、再度もう時間がご

ざいませんけども、いろんな方向性がきちっとで

き次第、議会等についても、また市民の皆さん方

についても御説明をいただけますようにお願いを

申し上げまして、時間がございませんから、これ

にて終わらしていただきたいと思います。

○議長（堀口武視君） 以上で真砂議員の質問を終



結いたします。

午後１時まで休憩いたします。

午前１１時４０分 休憩

午後 １時 ２分 再開

○議長（堀口武視君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次に、４番 大森和夫君の質問を許可いたしま

す。大森議員。

○４番（大森和夫君） 日本共産党の大森和夫です。

市長の市政方針についてお聞きいたします。

市政運営方針の中では、常に市民の意を酌み、

市民と行政が一体となって市政を運営することの

重要性が述べられていますが、実際はどうなって

るでしょうか。長引く不況の中、市民の生活を応

援する政治が求められています。しかし、財政難

を理由にした福祉、教育の切り捨ての市政が進め

られ、市民から不満の声が上がっております。

例えば、昨年１２月に行われた合併協議会の住

民アンケート調査中間報告によると、泉南市民で

福祉・医療・保健が充実していると答えた人は２．

２％、文化やスポーツの施設が整っていると答え

た人は０．７％と、いずれも近隣３市２町の中で最

低です。教育やスポーツ施設の満足度は断トツに

悪くなっております。

市長は、財政難の原因を関西国際空港建設を契

機に道路や下水道など都市基盤の整備に取り組ん

でいたためと述べておられますが、同じアンケー

トによれば、道路や下水道などの生活基盤が整っ

ていると答えた人は、泉南市で４．２％です。泉佐

野市は４．０％、阪南市が５．３％です。他市と比べ

てみても、泉南市民の満足度は高くありません。

住環境がよいと答えた人も泉南市は２０．２％、３

市２町で一番低い数字となっています。

市長が進めてきた公共事業は、財政悪化の原因

になっても、市民の評価はなかなか得られていま

せん。不要不急なむだな公共事業の見直し、市民

のニーズに合う身近な公共事業こそ行うべきでは

ないでしょうか。

今、市民のニーズの第１に、イオン開店時の交

通渋滞対策があります。しかし、信達樽井線整備

完成は、イオン出店よりおくれること３年、開店

時の交通対策にはなりません。その上、総額６４

－２３－

億円にも上る信達樽井線の整備は、市の財政を破

綻に追いやるものであります。

この道路整備に大阪府の特別な支援があるかの

ように進められてきましたが、実際はこの道路整

備が原因で赤字団体に転落する可能性があるとき

に、府が支援するというものであります。この道

路整備は、イオンを誘致してきた大阪府かイオン

自身が行うべきではないでしょうか。

また、イオンやりんくうタウンからの税収は、

信達樽井線の借金の返済に充てるのではなく、福

祉や教育、イオン出店で被害を受ける商店への対

策など、内陸部の充実に充てるべきです。税金の

使い方を改め、財政再建を行いながら福祉、教育

の充実を図るべきです。市長の見解をお示しくだ

さい。

市長は、予算編成の基本方針の中で、実質収支

が７億８，５００万円余の赤字、５年連続の赤字決

算、財政構造の弾力性をあらわす経常収支比率は

１０４．８％で、前年度から４．１％の悪化、本市の

財政は極めて危機的な状況にあると述べられてお

ります。

しかし、市政運営方針は、本市におきましては、

経済が停滞する中、効率的・効果的な行財政改革

を進め、一定の成果を見てまいりました、と書か

れております。これでは財政危機も財政再建の決

意も感じることができません。

特に歳入の根幹である税収は、府下最悪の徴収

率の改善が必要です。また、高額滞納者対策は緊

急の課題です。この解決への市長の見解をお聞か

せください。

地震対策についてお聞きします。

民家や事務所において防災のために市内業者で

リフォームや改修を行った場合、市から補助金を

出す制度の設立ができないでしょうか。防災対策

と商業対策の両面から有効というだけではなく、

良好な住環境づくりにつながります。市長の見解

をお示しください。

最後に、環境問題についてお聞きします。

悪臭の原因となっているグリーン産業に対し、

２月末までに堆積物を搬出する命令が大阪府から

出されましたが、履行されず、もちろん悪臭の解

決は見られていません。２万６，０００筆を超える



悪臭の解決を求める署名の重みを考えると、１７

年度からの営業更新も認められません。市長の考

えをお示しください。

以上、壇上での質問を終わりまして、市長の答

弁の後、自席において質問さしていただきます。

御清聴ありがとうございました。

○議長（堀口武視君） ただいまの大森議員の質問

に対し、市長の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） まず１点目、アンケートの

問題を言われましたけれども、今言われたのはと

ても満足という部分を言われたんじゃないでしょ

うか。おおむね満足というのが次にありまして、

わからない、どちらでもいいというのに続いてい

くわけでございますけれども、とても満足、おお

むね満足ということで比較いたしますと、泉南市

としてはまあまあ普通ぐらいの評価じゃないかな

というふうに思っております。

それから、下水道についてもこの３市２町の中

では、普及率でいきますと、田尻町は別にいたし

ましたら一番普及率が高いわけですね。ですから、

そういうことからいけば、泉南市のそういうイン

フラ整備というのは相当高い水準にあるというふ

うに考えております。上水道については比較的い

い回答と、こういうことでございました。

また、公共料金の水準におきましては、泉南市

は田尻町に次いで２番目ということで、水準とし

ては評価されてるんではないかというふうに思い

ます。

自然が豊かとか、それぞれ特徴はあるというふ

うに思いますが、こういう結果ということで、こ

れをまた参考にしながら施策を進めていく必要が

あるというふうに思っております。

それと、財政悪化の原因がこういう公共投資で

はないかということでございますけれども、本市

におきましては、関西国際空港の建設を契機とい

たしまして、整備がおくれておりました都市基盤

であります都市計画道路、あるいは公共下水道事

業を積極的に進めてまいりました。また、福祉施

策の中心施設としての総合福祉センターの整備、

あるいは埋蔵文化財センターやスポーツ施設であ

りますサザンスタジアムなどの整備を進めまして、

市民の利便性や生活環境の向上など大きな成果が

－２４－

得られたものというふうに考えております。

公共事業につきましては、すべて市民の利便性

などを向上させるために有効であるとの判断を行

っているものでございます。今後とも市民ニーズ

にこたえる中で、財政状況も勘案しながら公共施

設等の整備を進めてまいりたいと思っております。

本市が行っております公共事業というのは、都

市インフラでございまして、これは都市の住民が

そのまちで生活するための最低条件、いわゆるシ

ビルミニマムと言われているものを整備をしてい

るものでございまして、現在の状況を見通した中

での事業、あるいは中長期的な将来の泉南市を見

据えた中での事業等を行っているところでござい

ます。

次に、行財政改革の関係でございますけれども、

まず信達樽井線のことでございますが、これにつ

きましては大阪府にさすべきではないかというこ

とでございますが、信達樽井線は昭和６１年に都

市計画決定されておりまして、今回の区間、すな

わち旧２６号からりんくうタウンまでは、平成９

年に本市が事業認可を取得いたしまして、順次整

備を進めているところでございます。また、都市

の中心軸、交流軸ということにもなってる極めて

重要な路線でございます。

今回、イオンモール並びにりんくうタウンへの

進出企業からの税収等により、本事業に伴う借入

金の返済が可能であること、さらに補償業務、工

事の受託や財政面での配慮など、さまざまな形で

の協力をいただけるなど、総合的に判断し、将来

的に整備が必要であった信達樽井線をこの機会に

整備することが、市の発展と市民生活の向上に大

きなメリットがあるというふうに考えて、事業を

推進することといたしております。

御指摘のイオン出店のときに間に合わないじゃ

ないかということでございますが、これは質問者

の論理矛盾がありまして、この道路はやるべきで

ないとおっしゃりながら、間に合わないというこ

とを言われてるわけでございますが、数年間のお

くれはございますが、着実に整備をしていきたい

というふうに考えております。

それから、行革と福祉あるいは教育等の関係に

ついてでございますが、平成１３年度から３カ年



を実施期間として取り組んでまいりました第２次

の行財政改革の効果額として、約１８億８，０００

万円の経費節減が達成されたわけでございます。

ですから、最優先の目標であった平成１５年度で

の財政再建準用団体への転落は、この２次行革に

よって回避されるということになったわけでござ

います。

しかし、こうした一定の効果が得られましたけ

れども、予想を超える経済情勢の急激な変化や、

少子・高齢化等への対応などによりまして、本市

の財政は極めて厳しい状況となり、より一層の改

革への取り組みや財政の健全化を進めていかなけ

ればなりません。そこで、先般御説明のとおり、

第３次行財政改革の推進に向けて、大綱案の策定

等、現在作業を進めているところでございます。

行財政改革は、限られた財源を市民ニーズを踏

まえ、いかに効果的、効率的に配分していくのか

という観点から、行政サービスを再構築していく

ものでありまして、第３次行財政改革大綱案をベ

ースに聖域をなくし、あらゆる分野について見直

しを進めていく必要があると考えております。

また、地域福祉に対する市民ニーズは多様化し、

自立、自助を基本に、互いに助け合って生きるた

めの共生の視点に立った行政施策が求められてい

るため、行政と地域住民が一体となって取り組め

る福祉システムづくりを進めてまいりたいと考え

ております。

さらに、教育につきましては、児童・生徒の健

全育成のために、安心して教育を受けられる環境

や必要な部分への投資など、行政評価システムを

活用しながら施策の推進を図ってまいりたいと考

えております。

それと、予算編成時の通達では厳しい状況を書

いておるのに、市政運営方針では一定の成果を得

られたと書いてると、こういうことでございます

が、先ほど来から言いましたように、この３カ年

で１８億８，０００万の経費節減が行われて、所期

の目的であった財政再建準用団体への転落が回避

できるということになりましたから、当然一定の

効果があったというふうに受けとめております。

しかし、さらにこれから厳しい時代が続くとい

う中で、これからの３次行革の中でさらに行財政
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改革を進めていく必要があると。財政健全化を一

方でやっておりますが、それとあわせて進めてい

く必要があるということを市政運営方針の中で申

し上げてるわけでございまして、財政健全化ある

いは行財政改革への決意というのは、いささかも

変わっておるわけではございませんので、御理解

いただきたいと思います。

それから、歳入の部分につきましての税収の問

題でございますけれども、本市の市税に占める滞

納繰越分の割合は、平成１１年は１７％強ござい

ました。平成１３年は１５．５％、平成１４年は１

４．９％と、バブル崩壊後の長引く景気の低迷など

により、税を取り巻く環境が悪化してる中にあり

ましても、着実に低下をさしてきております。

本市といたしましては、徴収率向上のため、約

３５０件を超える差し押さえ処分等を行い、配当

及び任意売買等の換価により、徐々にではありま

すが、徴収率がアップしてきているところでござ

います。

中でも滞納額に占める割合の高いと言われてお

ります高額滞納事案に対しましては、私債権に優

先するものであれば、公売も辞さない対応で納税

を促進して、一方私債権に劣後しているものに対

しましては、法の許す範囲で財産調査し、換価す

べく取り組んでいるところでございます。去る３

月４日に差し押さえ不動産を公売執行したところ

でございます。

今後も法により与えられた権限をフルに活用し

て、税の滞納については毅然とした態度で臨んで

いくことといたしております。

次に、地震との関係でございますけれども、住

宅の耐震化による補助制度の設立についてという

御質問でございますが、平成７年１月１７日未明

に発生をいたしました阪神・淡路大震災では、死

者の８割以上が建物の倒壊等によるものであった

ことが報告されております。

また、建築物の被害の傾向を見ますと、現行の

耐震基準、これは昭和５６年６月に改正されてお

りますが、それ以前に建築された建築物に被害が

多く見られ、それ以降に建築された比較的新しい

建築物の被害の程度が軽く、現行の耐震基準はお

おむね妥当であると考えられております。



本市ではこれらの教訓を踏まえ、民間建築物の

耐震診断、改修の促進を図るため、平成１０年７

月に泉南市既存民間建築物耐震診断補助金交付要

綱を制定し、耐震診断に係る補助制度を創設した

ものであります。

耐震改修につきましては、その重要性は認識い

たしておりますが、本市の置かれている財政事情

あるいは建物の経年変化等を考えた上で、近隣の

市町等の状況も踏まえまして、この問題について

は御意見は承っておきたいと思っております。

ただ、木造住宅の場合、耐用年数が３０年と一

般的に言われてるわけでございまして、昭和５６

年の６月に法改正されておりますんで、６６、７

６、８６年で約３０年ですね。今、昭和に換算し

ますと約７９年ということでございますから、か

なりこの間に自主的な建てかえ等が促進したもの

ということも、一方では言えるかというふうに思

っております。そういう木造住宅の建てかえ周期

との関係も踏まえて考えていく必要があるんでは

ないかというふうに思っております。

今、国においては、被害があった場合のそうい

う撤去とかそういうことの助成制度も検討されて

おられますけれども、やはり耐震化を促進すると

いうことについては、極めて大切だというふうに

思っておりますし、国の動向等も勘案しながら、

今後の検討課題とさしていただきたいと思ってお

ります。

次に、環境問題についてでございます。特に悪

臭問題についてでございますが、去る２月９日付

をもって大阪府知事より事業者に対しまして、法

に基づく改善命令書が出されております。その内

容は、当該事業所内の堆肥舎内部にある堆積物を

すべて撤去するようにというものであり、履行期

限は２月末日までとなっておりました。去る３月

１日にその履行検査が実施され、撤去は行われた

ものの、まだ不履行という結果となっておりまし

て、残っている量として、大阪府の目測ではござ

いますが、２，０００トン程度と見られております。

この結果を受けまして、大阪府としてはその対

応の協議を行っておりますが、業者からの事情聴

取を経て、何らかの処分、例えば廃棄物の受け入

れ停止処分等を検討する方向であると伺っており
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ます。

本市といたしましては、まず堆積物の場外搬出

の完全実施が悪臭発生の改善につながるものであ

ると考えておりまして、まず完全撤去について強

く府に求めてるところでございまして、大阪府も

毅然とした態度で臨むというふうにお聞きをいた

しております。

以上です。

○議長（堀口武視君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 地震対策に重ねての耐震の

いわゆる改修のそういう補助の問題は、御検討い

ただけるということで大変うれしく思ってるんで

すけども、今不景気で建て売り業者の方なんかも、

こういう事業でもなければなかなか仕事がないん

やという話をたくさん聞きますので、ぜひ実現に

向けて、それから市長のこういう市政方針の中に

も、住みたい生活環境ということで、良質な住環

境をつくることと地震対策を挙げられていますの

で、ぜひ早いうちの実現をお願いしたいと思いま

す。

アンケートにつきましては、市長がおっしゃっ

たように、アンケートの項目の中には、満足度を

図るやつには大いに満足、それから５項目の基準

があるんですけども、私が紹介した数字というの

は、これは何も私が勝手につくった数字でもなく

て、住民アンケート調査中間報告についてはこう

いう形で書かれているわけです。その数字を、生

の数字を報告したわけであって、やっぱり評価と

いうのはこういう評価が出てると。

そらアンケートですから、一人一人の意見を聞

いたわけでもありませんし、これがその全体を、

すべてをあらわしているというわけではありませ

んけども、これに基づいて合併協でも合併の優先

度をはかっていくというものですし、抽出率の関

係からいうても非常に精度が高いという評価で、

今合併協の中でも議論されてる部分ですから、こ

れをリアルに見る必要があると思うんです。

そうすると、やっぱり残念ですけども、文化・

スポーツの施設ができてるかどうかというのは、

０．７％で非常に低い、断トツに悪い。それから、

福祉・医療・保健が充実してるというのも、これ

もやっぱり最低という評価があります。



それだけやなくて、市長がおっしゃってたよう

な満足度の検査の中では、満足度指数をとても満

足５点、おおむね満足４点、どちらともいえない

３点、やや不満２点、とても不満１点と、これで

平均出しますとどのような結果が出るかといいま

すと、高い順に言いますと、田尻町が３．１８ポイ

ント、佐野が２．８２ポイント、阪南市が２．７８ポ

イント、泉南市が２．７０で、岬が２．６８ポイント

ということで、やっぱり満足度があんまり高くな

い。市長が中間とおっしゃったけども、どちらか

というとやっぱり低いということがあると思うん

です。やっぱりこういう点を厳しく検証する必要

があると思うんです。

例えば、税収の滞納問題もありましたけども、

やっぱり税金を払わない中には、市政への不満も

あるわけです。こういう点をやっぱりリアルに見

る。特に市長がおっしゃってるような、市政方針

で述べているような、常に市民の意を酌むという

ことでは、もう少しこのアンケートに対して積極

的に検証していきたいというふうなことが必要だ

と思うんですけども、その点についてもう一度答

弁をお願いいたします。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 特に駅前とかその周辺につ

いての評価が低いというのは、当然だというふう

に思います。まだ整備が未整備でございますし、

１６年度で砂川なんかは都市計画変更をして、駅

前広場とかそういうものにかかっていこうという

ふうに取り組んでいるところでございます。

道路については、幹線道路については相当整備

できたと。ただ、山手の方についてはまだ十分で

ないという部分がございますから、市場岡田線等

いわゆる縦の路線を山手まで整備するというのが

１つの課題かというふうに思っております。

あとスポーツ施設等ですね。本市の場合、体育

館が比較的早くできたということもありまして、

他市が遅くできたということで、その辺の時間差

もありまして、当然後でできたところはより近代

的なものができていってるということがございま

すけれども、ただりんくう体育館とかそういうも

のも開放しておりますし、極めて高い利用率をい

ただいておりますんで、そういう意味ではもう少
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し評価があっていいのかなというふうに思ってま

す。

福祉関係は、福祉の拠点が本市にはあるわけで、

他市町ではなかなかこういう立派なものがないと

いうこともございますから、私どもはこういう１

つのハード、ソフトを含めて決して劣っていると

は思っておらないわけでございますけれども、ア

ンケートでは若干低い数字が出て、極めて残念だ

なというふうに思っております。

いずれにしましても、今後これは合併するとな

れば、このあたりも十分しんしゃくしながら、新

市建設計画に生かしていかなければいけないとい

うふうに思っているところでございます。ですか

ら、我々もこのアンケートということについて、

それぞれの項目についてもう少し十分吟味をして、

そしてまた市政に反映できるようにしていきたい

と思っております。

○副議長（井原正太郎君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 今のお話をお聞きしまして、

本当に市民の意を尽くすようなことになっていな

いんじゃないかという気がしたんです。

例えば体育館の問題もおっしゃられましたけど

も、この間うちの共産党の控室に来られた方が、

体育館に水飲み場がないんだというわけですよ。

あそこで水を飲もうと思ったら、お金を持ってい

ったらジュースは飲めるけども、もう水飲み場さ

えないと。水が欲しければ、お金のないときはト

イレの手洗いの水しかないんやと。何でどこでも

あるような冷たい水が出るような、せめて水飲み

場が欲しいと。私の方で聞きましたら、３年前か

ら壊れて、予算がないんで３年前から置けてない

ということです。私、それを見に行ったときには、

自動ドアが故障してあかない状況があるんですよ

ね。こういう状況がやっぱり放置されてるんです

よね。

ですから、それは近代化が――古くからあった

から、新しいからとかいうことじゃないと思うん

ですよ。やっぱりそういう市民の不満とか、当然

あるべきことがきっちりできてない、そういう不

満の声を酌み取り切れてないんじゃないかと。市

長の方が酌み取れてないんじゃないか、それに対

応するような予算対策がとれてないんじゃないか



と。そういう反省が――反省というか、そういう

リアルな市民の意向が聞けてないんじゃないかと

いうふうに思うんですけども、その点、ちょっと

今体育館の話が出ましたので、市長のお考えをお

聞かせください。

○副議長（井原正太郎君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 施設の維持管理の問題だと

いうふうに思います。適正化をしていきたいと思

います。

○副議長（井原正太郎君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 体育館の問題だけでなくて、

文化・スポーツ施設が最低だったということを本

当にリアルに、ここの本会議の中でも、図書館の

本がどんどん減らされてる問題とか、それから文

化ホールで雨漏りがする問題とか、たくさん指摘

されてるわけです。

こういう市民の満足度が低いというのは、もち

ろん市長の責任もあるでしょうし、それをチェッ

クするべき議会の責任、私の責任もあると痛感し

てるんですけども、やっぱり市長がもっと住民に

も情報公開する、そしてこの方針にも書いてある

ように、市民の意を尽くす努力というのをやって

いただく必要があるかと思います。

もう１つお聞きしたいんですけども、市長がさ

っき言われましたけども、駅前整備に対する満足

度が非常に悪い。これは泉南市で言いますと、駅

前などの中心市街地のにぎわいについての満足度

指数は１．８５であると。２以下というのは、各市

いろんなこういう調査を合併する３市２町でとっ

てますけども、２を切るような数というのはこれ

だけです、泉南市の駅前などの中心市街地のにぎ

わいと。

今、市長が砂川駅前の状態とかおっしゃられま

したけども、例えばこういう結果が出てて、イオ

ン出店でどんな影響を受けるんか、こういうこと

も本当に考えて対応しなあかんと思うんですよ。

今、市長のお答えでしたら、駅前再開発できてな

い、砂川のことがあるから当然だというようなお

答えだったけども、イオンが来て、ますますこの

地元が寂れていくんと違うかという心配が地元の

商店業者からも来てるわけですよ。こういうこと

も考えて施策をとれへん限り、いつまでたっても、
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物はつくったけどもそれなりの評価は得られない

ということにつながっていくと思うんです。

この点ちょっとイオンの出店と駅前のにぎわい

がないという満足度が低い点について、市長の考

えをもう一度お聞かせください。

○副議長（井原正太郎君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 駅前のハード面については、

先ほど言いましたように砂川の方は、信達樽井線

という都市計画道路、一部府道ですが――と砂川

樫井線という市道の都市計画道路の結節点という

ことになります。

そこには、本来駅前広場がなければいけないわ

けでございますが、現在はないということで、砂

川樫井線がほぼめどが立ってまいりましたので、

昨年度から駅前広場の調査をやっております。１

６年度で都市計画変更を行いまして、駅前広場、

それと都計道路の今の線形がいいのかどうかとい

う変更を行いたいと思います。

我々は、行政がやるべき道路事業、駅前広場も

道路事業になりますので、それは行政でやりまし

ょうと。残りのところについては、民間の活力で

やっていただきましょうという役割分担をいたし

まして、整備をすることにいたしております。そ

れは主にハード面ですね。

ソフト面については、駅前のにぎわいというの

は、今全国的になかなか難しい状況になってきて

いる部分がございます。車社会というのも１つあ

ろうかというふうに思います。本市の場合、市内

に４駅ありまして、分散型といいますか、それぞ

れが特徴を持った駅前を構成しておりますので、

その駅勢圏人口というのも必ずしも集積が高いと

いうわけではないわけでございます。したがって、

それをにぎわいづくりをしていくというのは、ハ

ード面とソフト面と両方でやっていかなきゃいけ

ないというふうに思っております。我々は、まず

安全で安心できるような駅前、バリアフリーも含

めてですね、そういうことをやるのが我々行政の

務めというふうに思っております。

あと、商業の活性化については、今回もイオン

出店に伴いまして、商工会ともさまざまな形で協

議をして、１６年度でもまた一定新たな商業施策

も打ち出しておりますが、これは商工団体あるい



は商業者、そして我々と一緒になってやっていく

べきことだというふうに思っております。

その中には当然、みずからが知恵を出していか

なければいけない部分もあろうかというふうに思

いますが、いずれにしましても１つのそういうイ

ンパクトがあったわけでございますんで、ここ、

商工会等かなり動きが活発になって、前を向いて

さまざまな事業を展開していこうという方向にな

ってきておりますので、商工会初め各種いろんな

組合もございますが、連携しながら、何とかもと

のにぎわいといいますか、地元商業が成り立つよ

うな対応を一緒になって考えていきたいと思って

おるところでございます。

○副議長（井原正太郎君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 市長のお話を聞いてますと、

本当にニーズに合うたようなものなのかというこ

とが、それを検証されてるんかというふうに思う

んです。

本当にこのアンケートの結果を見ますと、満足

度は決して高くないわけですよ。そういう点から

出発して、今のお話し聞いてると、そういう結果

が出ても今までどおりの施策を続けていくと、た

だそういう表明にしか聞こえないわけです。こう

いうもうほんまに駅前に対しては悪い、期待を持

てない、にぎわいがない、何とかしてほしいとい

う意見に対して、やっぱり同じことをやっていか

れるということで、これではなかなか市民の意を

酌むということにはならないというふうに私は思

います。

何かあれば関西空港を契機にして、イオン出店

のインパクトでやるということで、その出発点と

いうのは、市民のニーズ、そういう本当に不況で

苦しむような市民のニーズから出発してない、そ

ういうふうな気がします。

信達樽井線についてお聞きしますけども、この

インパクトの中には、府からの支援というふうな

ことがおっしゃられてたんですけども、結局中身

としては、壇上でもお聞きしましたように、財政

再建団体に陥る可能性がある場合に府が支援する

ということであって、いろんな人も来ますけども、

人件費としてはわずかな金額でしょう。

今までおっしゃってたんは、大阪府の金利を１
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％にまけてもらって、これで何億――実際３億余

りの補助と金利が安くなって、補助金と同じぐら

いの役割があると言うてた。これも実際なくなっ

たわけでしょう。どこに大阪府の支援があるとい

うふうにおっしゃってるのか、その点、明快にお

答えください。

○副議長（井原正太郎君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） まず、先ほどの駅前の件で

ございますが、これはやはり本市の駅前を見まし

たときに、ハード面を一定整備しないと、人々の

行き来、あるいは交通安全、あるいはバリアフリ

ーを考えますと、今のままでいいということでは

ございませんので、それは積極的に進めるという

意味でございます。

それと、信達樽井線でございますけれども、こ

れは１つはこういう公共事業、特に道路事業を集

中的に行っていこうとすれば、国あるいは大阪府

の支援が必要でございます。特に国庫補助をいた

だいて事業を行うわけでございますから、国庫補

助事業というのは、言えば大阪府枠、それから府

下数ある市町村の中でどう配分していくんかとい

う問題、これは引く手あまたでありますから、そ

れを泉南市に非常に大きなウエートでいただくと

いうことでございますから、当然、大阪府のその

辺の支援、協力というのがあって初めて成り立つ

ものというふうに思っております。

それと、裏負担の部分で、通常ですと一般の起

債とそれから一般財源が必要でございますが、一

般財源はないという中で、起債――臨道債と、そ

れから一般財源で賄う部分を府の貸付金で賄って

いただけるということでございまして、これは１

００％、端数は別として賄っていただけるという

ことでございますから、大きな特典ということで

ございます。

それと、今回、地方特定分ということでの臨道

債の新しい制度といいますか、従来から延長にな

った部分をかなり充当していただくようにいたし

ておりますけれども、これも大阪府の配慮があっ

て本市にかなりの部分ちょうだいをすることがで

きるということになっております。

それと、人的支援については、工事委託あるい

は補償委託も行っておりますが、事務費について



は全額免除をしていただいております。それと、

それにかかわる人件費は、当然大阪府の方で負担

をしていただくということでございますから、表

には出ませんけれども、大きなそういう効果、支

援があるということでございます。

それと、言われましたように、本市としても当

然財政健全化に向けて最大限の努力はしますけれ

ども、この信達樽井線の影響によって財政再建準

用団体に陥るというようなことにならないように、

一定の歯どめを大阪府と私どもとで覚書という形

で結んでいるわけでございまして、それは必ずし

もそういうことを望んでいるわけではございませ

んで、むしろそういうことのない中でクリアでき

るようにしていきたいというふうに思っておりま

すが、万々が一そういう可能性があった場合に特

別の支援をするということでございますから、一

定のそういう担保を我々はいただいているという

ふうに考えてるところでございます。

○副議長（井原正太郎君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 結局、府の財政支援という

ても、赤字団体に陥るときに支援があるだけの話

であって、特別の配慮というのは、それは金額的

に見れば大きなものはないということだと思いま

す。金利も結局あれでしょう、１％と言うてたん

が１％どころか１．７ですか、それから府貸しは１．

７、臨道債も０．７から１．４ですか、こうならざる

を得ん状況があるわけですよ。全然特別な配慮な

んていうのはなかったわけですよ。これも明らか

になったのに、いまだにあると。

それで、私は商業対策も信達樽井線もやっぱり

市民のニーズから、商業者のニーズから出発すべ

きだと思うんですよ。だから、壇上でも道路の話

ししましたけども、今市民が一番求めてるのは、

イオン出店で開店時の交通渋滞を心配してると、

このことを何とかしてほしいというのが、今一番

市民のニーズなんですよと。このニーズの１つな

んですよと。これの対策を今とってほしいと思っ

てると。そのときに泉南市は、インパクトがある

からということで信達樽井線をつくるわけです。

これがやっぱりアンケートで出たような満足度が

低いような結果が出る原因じゃないんですかとい

うことを指摘してるわけです。

－３０－

商業対策も、市長は幾つかのメニューをおっし

ゃいましたけども、例えばこういう商業対策、イ

オン出店にかかわっての商業調査されてますか。

商業者の声は聞いてますか。そういう実際イオン

が出店したらどうなるんか。商業者の皆さんは、

イオンが出店すれば、地元の、私たちが聞いてる

のは、新家でしたら新家の商店街の皆さんは非常

な影響を受けると、倒産か廃業の危機にも追いや

られると、それが駅前の衰退につながっていくん

だと。そこでしか生活できない方の生活も大変に

なるということで、イオン出店を反対されてるわ

けですよ。これはイオンが出店すれば、ますます

駅前満足度が低くなるんじゃないですかと、そう

いうことをお聞きしてるわけですよ。

それに対して市長は幾つかメニューをおっしゃ

いましたけども、きっちりした商業対策でもとっ

て、それは考えられてることなんですか。そうい

うちゃんとした商業者のニーズに従ってやってる

んですか。それについてお答えください。

○副議長（井原正太郎君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） さっきの利率は、府貸付金

が１．８、それから臨道債が１．２でございます。

大阪府の支援というのはさっきも言いましたよ

うに、この事業を行う上での財源的な支援あるい

は量的な支援ですね、ボリュームの面ですね。こ

ういう面で配慮をいただいているではありません

か。だから、こういう事業を比較的短い時間で完

成させることができるということでございます。

ただし、万々が一のときはという歯どめですね、

これは我々も当然とっておかなければいけないと

いうことで、知事と私との覚書ということに至っ

てるわけでございます。

それと、信達樽井線は、出発点がちょっと違う

と思うんですね。あなたはイオンのためにつくる

んだ的なことをおっしゃるわけでございますが、

私は、もちろんそういう側面はないとは言いませ

んが、都市計画道路としてつくるんだという考え

方なんですね。当然、都市計画決定をして事業認

可を受けている路線であり、既に事業中の路線で

ありますから、それを３０年、５０年かかってつ

くるのか、あるいはこういう機会に一気に完成さ

した方がまちの将来にとっていいんではないかと



いう考え方でやっておりますから、そのスタート

ラインが違うということが１つあるんではないか

というふうに思っております。

道路というのは、なかなかそう簡単にできるも

のではございません、歴史的に見ても。やっぱり

何らかのインパクトを受けて集中的にうまくそれ

を使って事業を行うということが、早期に完成で

きる１つの手段でありますから、今回そういうも

のを活用し、なおかつ優遇されたいろんな条件を

引き出しながら整備をする方が、本市の将来にと

って非常に大きな効果があるという判断で行って

るものでございます。

それと、商業者対策につきましては、特に商工

団体、商工会が中心になっておりますが――と十

分協議しながら進めておりまして、商工会からの

さまざまな要望あるいは意見を受けて、私どもも

行政としてやるべき部分と、それから商工会みず

からがやるべき部分、あるいは個人さんがやるべ

き部分という形で調整を行いながら、その施策展

開を行っているところでございます。１６年度で

もすり合わせを行いまして、この前お示ししたよ

うな内容でさらに充実を図ろうということにいた

した次第でございます。

したがいまして、商業者の意向は商工会等を通

じて反映されているというふうに考えております。

○副議長（井原正太郎君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 第３次行財政改革大綱（素

案）というのが発表されてますけども、ここにつ

いて、この中で本市の危機的な財政状況と財政健

全化計画案の策定についてという項がありまして、

そこについて何て書かれてるかと言いますと、泉

南市の財政状況は基金などの臨時的な財源を使わ

なければ経常的なサービスさえ維持できない状況

にあることを示しており、財政の硬直化は極めて

深刻な状態となっていると書かれておるわけです。

泉南市の状態はこういうことなんですよ。福祉

も十分にできない、教育もできない、削らなけれ

ばならないと。そんだけ財政が緊迫してて、そう

いうものに回すお金がないぐらい硬直化してるわ

けですよ。柔軟性がないわけですよ。ですから、

別枠で道路をつくるなどというような、こんな柔

軟性がとれるような財政状況やないんですよ。そ
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うでしょう、市長。

そこをやっぱり考えてやっていただかないと、

長い将来とおっしゃっても、結局今、不況の中で

市民が苦しんでる、市民が求めている施策という

のはとられない、そういう結果になるんだと思い

ます。

時間がないので、ちょっと悪臭の問題をお聞き

しますけども、今の状況から市長は、どうですか、

１７年度の営業更新は認められない、そういう状

況にあるんではないかと思いますけども、市長の

御認識をもう一度お答えください。

○副議長（井原正太郎君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 先ほどのちょっと財政問題

だけ一言言っておきますが、確かにこのままいけ

ば経常収支比率が１００超えてるわけですから、

なかなか厳しい状況が続くという、それを改善し

ようというのが健全化であり、また第３次行革と

いうことでございますんで、それを達成して、そ

して投資的経費とか、あるいは維持管理経費を含

めて十分対応できるような体質に持っていこうと

いうのが３次行革でございますんで、御理解いた

だきたいと思います。

それと、悪臭の問題で、更新時期がまた近い将

来来るわけでございますが、これについては前に

も御答弁申し上げましたように、私と泉佐野市長

と大阪府の環境農林水産部長にお会いして、こう

いうにおいの発生する状況では更新はまかりなら

んと、当然地元市としても認められないというこ

とで強く話をしに行っております。大阪府もそれ

は同感という形で、我々に対してその認識をお示

しいただいております。そのために大阪府は今回、

本当に毅然とした態度に出てきたというふうに私

は評価をしております。それで命令を打ったと。

ただ、かなり搬出しましたけど、まだ一部残っ

ておるわけでございますから、まずこれをきっち

りとしない限り、次のまた行政処分を行うという

姿勢でございますから、その成り行きというんで

すか、近い時期にはっきりすると思いますが、ま

ず見守りたいと。その上でこの悪臭がなくならな

いとすれば、更新は認められないという立場で我

々の方も強力に臨んでいきたいというふうに思い

ます。



今回の改善策といいますか、新たな堆肥舎等の

建設についても、本市としての意見をきっちりと

府の方に申し上げておりますし、この計画につい

ても府は責任を持って対応しろということも書い

ておりますんで、そういう意味も含めて、大阪府

に対しては強い姿勢で今後とも臨んでいきたいと

考えております。

○副議長（井原正太郎君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） そういうことで努力されて

るということは、本当にうれしい限りですけども、

ただ、今、府がやってるのは、においの原因があ

るものを外に出せと言うてるわけですよ。これさ

え２月の命令でできてないんですけども、これは

においのあるものを外に出せと言うてるんやから、

それによって悪臭が消えるのはもう当たり前のこ

となんですよね。それはこれからグリーン産業な

りが肥料をつくって、産廃業をしていく中で解決、

悪臭がなくなるという問題とは、また別のことだ

と思うんですよ。

ですから、一時的に悪臭のするものを取り出し

てなくなったと、そやからこれは認可になったと

いうことになったら、これはまた５年間大変なこ

とになるわけですよ。そういう意味でこれからの

府がどんな指導をしていくか、搬出した後にグリ

ーン産業なり新たに来るというようなバイオネッ

トがどういうことをするのか、そういうことをや

っぱり市の方は府を通じて市民に情報公開する必

要もあるし、説明責任を果たす必要もあると思い

ます。

もちろん市だけじゃできませんので、府を通じ

てそういう市民に情報公開、説明責任を果たす必

要があると思うんですけども、その点市長の考え

をお聞かせください。

○副議長（井原正太郎君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 今、堆積しているものをま

ず外へ出して、そして以後そういう余分な分とい

いますか、堆積させないというのは、これは当然

のことだというふうに思っております。

今までなかなか言葉では、搬出はしてたんです

が、それ以上にまた入れておったというような状

況が続いて、繰り返しておったというのが現状だ

ったんですが、今回は命令という形で搬出命令を
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したわけでございますから、これが守られて、し

かもそれは持続、継続していかないと意味がない

わけでございますんで、それがまた守られないと

いうことでは、これは更新はあり得ないだろうと

いうふうに思っております。

仮に堆積はさせないとしても、今の処理システ

ムで果たしていいのかということで、相手側も今

回、改善という形で１つの新しい施設に変えてい

くという方針が出されたところでございますけれ

ども、これは先般の所管の委員会あるいは公対審

でも御説明をさせていただいて、いろいろ御意見

をいただいたところでございます。

その中で、本市としても大阪府に対していろん

な強い意見を申し上げておりまして、このことが

やっぱり守られて、そしてこの改善計画そのもの

が実行されるようにしていただきたいというふう

に申し入れをいたしておるところでございます。

したがって、まず大阪府が、この施設完成後の

維持管理あるいは施設運営について十分指導、監

督されたいということ、それからさまざまな現在

使われている堆肥舎及び肥料化施設について、今

後どうしていくのかということを明らかにするよ

うに求めておりますし、それから工事期間中にお

ける悪臭対策ですね。片一方でつくり、片一方で

現状ということがありますんで、このあたりにつ

いても十分対策を講じられるように指導するよう

にということ。それから、新しい施設建設につい

ては、地元説明会等を開催するようにということ

で、地元の理解を得るように指導してくれという

ようなこと。それから、廃棄物の受け入れについ

ては、処理能力に見合った量、質として、搬出と

の総合的な管理計画の策定あるいは実施というこ

とで、うまく中で回転していけるようなことの指

導をやってくれと。

ほかさまざま意見をつけて知事あてに返してお

りますので、これについては大阪府も十分尊重し

ていただけるものというふうには思っております

けれども、さらに後、これからの計画の実行に向

けて、十分我々も監視をしていかなければいけな

いと思っておるところでございます。

○副議長（井原正太郎君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） この悪臭問題というのは、



泉南市だけでなくて全国的なレベルで問題が起こ

ってます。たまたま泉南市の場合は、悪臭の原因

が産業廃棄物の業者であるということで、大阪府

とタイアップしながら、産業廃棄物の処理に関す

る認可が大阪府によって得られるもんで、一番厳

しい指導としましては、営業を認めないというの

が一番厳しいということで、産業廃棄物による指

導をずうっとしてきたわけですね。今度更新を迎

えるということなんですけども、泉南市独自で対

策ができないのかということもこれから大事な問

題だと思います。

例えば京都市では、産業廃棄物業者に対して市

独自で搬入を認めないというような条例をつくっ

てます。それから、広島市、浜松市では、独自に

悪臭防止法の規定を厳しくしまして、特に特徴的

なことでいえば、複合臭に有効な対策として臭気

測定士、人の鼻による検査なんかを行ってる市が

あります。こういう条例をつくってる市もありま

す。泉南市もこういうことが必要になってくると

思うんですよね。

だから、産業廃棄物の業者であれば府を使うけ

ども、それ以外のときではやっぱり市独自でしな

ければならないと。それに適切に反応するには、

やっぱり今の悪臭防止法では不十分であるという

ふうに思うんです。そういう厳しい条例などもつ

くっていただけないかというふうな思いがあるん

ですけども、市長のお考えをお聞かせください。

○副議長（井原正太郎君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 今回のは産業廃棄物処理業

者ということで、そちらの方の法律で対応した方

が、より厳しいといいますか、的確な対応ができ

るんじゃないかということで、大阪府と相談しま

して、その法律、すなわち所管している大阪府で

対応していただくということにしたわけでござい

ます。

御指摘ありました悪臭防止法については、本市

も一定の権限を有している部分があるわけでござ

いますけれども、これについて、先ほど披瀝あり

ました物理的な物質で判断する方法と臭気でもっ

て判定する方法と２つあるということでございま

して、臭気判定士なんかが人間の感覚といいます

か、臭気でもって一定の判断をしていくという方

－３３－

法も可能であるというふうにお聞きもしておりま

す。大阪府自身もこの方法について研究もされて

いるというふうに聞いております。

ただ、今回の場合は他市町に所属するというこ

ともございますんで、大阪府という１つの府県単

位で対応していただいた方がよりベターだという

考えで、私どもそういう対応をしておるわけござ

います。

今、披瀝ありましたものについては、メリット

の部分はあるかというふうに思いますが、なかな

か今度は逆に物質を特定しにくいという部分もあ

ろうかというふうに思いますんで、十分今後研究

していきたいと。また、大阪府に対しても、こう

いう方法を採用する考えがあるや否かも含めてお

話をしていきたいと思っております。

○副議長（井原正太郎君） 大森議員。

○４番（大森和夫君） 今の現時点では、グリーン

産業の更新は認められないということでは私たち

も意見が一緒なんですけども、営業が認められて

更新が認められた場合に、その後ににおいがした

ような場合があれば、また５年後かと。５年後の

更新まではこれは解決できへんのかという住民の

不安もあると思うんですよ。

しかし、こういう悪臭防止法の厳しいものがあ

れば、その時点で更新後もにおいがすれば対応で

きると。特に、まさにグリーン産業とかから出る

肥料のにおいというのは……

○副議長（井原正太郎君） 時間が参りました。以

上で大森議員の質問を終結いたします。

次に、２番 竹田光良君の質問を許可いたしま

す。竹田君。

○２番（竹田光良君） 皆さんこんにちは。公明党

の竹田です。議長にお許しをいただきましたので、

平成１６年第１回の泉南市議会定例会におきまし

て、会派の公明党を代表いたしまして代表質問を

させていただきます。

なお、初めての代表質問であり、少々張り切り

過ぎまして質問が多く、多岐にわたりますので、

前置きを抜きにし、早速質問をさせていただきた

いと思います。よろしくお願いいたします。

質問の１は、「ふれあいのあるまち、いきがい

のあるまち」からです。



「子どもがいきいきと学べる学校づくり」の中

で、最近大きな社会問題になっている青少年の犯

罪や子供への虐待に市長は言及され、その要因は

社会環境の激変にあり、その影響は、子供たちを

取り巻く家庭環境や生育環境に多大な影響を及ぼ

し、その背景として、家庭内の親機能の不全や道

徳教育の不足、地域社会との希薄化等の要因を列

挙され、これらの諸問題に対応する施策として、

家庭の教育機能総合支援モデル事業を１小学校区

にて実施するとのことですが、子育てやしつけに

おいてお悩みや不安を抱く家庭を総合的に支援す

るというこの家庭の教育機能総合支援モデル事業

について、具体的に内容をお教えいただきたいと

思います。

「ふれあいのあるまち、いきがいのあるまち」

の質問の２は、「文化・歴史を活かした豊かな心

づくり」についてです。

２００１年１１月に文化芸術振興基本法が国会

において成立いたしました。同法はオペラや演劇

から映画、音楽、美術、文学、華道や茶道、落語

などの大衆芸能、さらには文化財の保護に至るま

で、我が国の文化芸術全般にわたる施策の基本理

念と国及び地方自治体の責務を明記した法律であ

り、行政における文化の地位を飛躍的に向上させ、

その後の施策拡充を促す原動力となっております。

本市におきましても、市長におかれましては、

早くから文化芸術の振興についての必要性、重要

性の御認識は高いものと私は理解しております。

市長は、本市の歴史や文化的特性を生かした魅力

ある事業企画の展開、市民と協働して地域文化の

振興に努めてまいりたいと考えておりますと言及

されておりますが、私は以前にも一般質問で取り

上げさしていただいたときにも提案をさしていた

だきましたが、真に市民と協働しての地域文化の

振興の向上をとお考えならば、泉南市の仮称文化

芸術振興条例の制定が必要と思いますが、市長の

御所見を賜りたい。

「ふれあいのあるまち、いきがいのあるまち」

質問の３は、「地球市民としての意識づくり」に

ついてです。

この中で市長は、関西国際空港のフロント地域

であり、国内外の地域や人々の交流機会の創出が

－３４－

可能であるという地域特性を生かした国内外との

交流、広がりの地域社会の形成を挙げられていま

すが、関西国際空港が開港して本年で１０周年に

なりますが、この１０年を振り返るならば、こう

いった国際空港の特性を生かした国内外の交流に

ついて、もっと積極的に行うべきではないかと思

うのですが、いかがでしょうか。

また、今後積極的に国際都市泉南を目指した取

り組みをお願いしたいと思うのですが、このこと

についての市長のお考えをお聞かせください。

次に、質問の２として、「げんきなまち、やさ

しさのあるまち」について質問をさしていただき

ます。

質問の１は、「ともに生きる社会づくり」から

です。

先ほど「ふれあいのあるまち、いきがいのある

まち」でも触れましたが、先般岸和田市での痛ま

しい事件に代表されますように、親などによる子

供への虐待が発覚するケースが増加の一途をたど

っております。厚生労働省の調査によりますと、

全国の児童相談所が処理した児童虐待の件数は、

２００２年度には２万３，７３８件に上っているそ

うです。政府はこれまでさまざまな防止策を講じ

てまいりましたが、その中核となるのが２０００

年５月に成立した児童虐待防止法であります。

また、同法制定に合わせて具体的な施策が大き

く拡充され、早期発見と事件の未然防止には、地

域の住民や関係機関の協力が欠かせないことから、

保健・福祉・医療・警察関係者が密接に連携を図

り、地域ぐるみで児童虐待を防ぐ児童虐待防止ネ

ットワークを各市区町村に設置しております。

平成１５年１０月より、本市におきましても施

行いたしました泉南市児童虐待防止ネットワーク

の設置に関する要綱をもとに、本問題に本市も対

応していくお考えのようですが、本市の児童虐待

の現状と認識並びに具体的な取り組みについて、

市長の御意見をお聞きしたいと思います。

「げんきなまち、やさしさのあるまち」質問の

２は、少子化対策についてです。

２１世紀は、少子・高齢化の時代であります。

高齢者に対する施策については、まだまだ十分と

は言い切れないものの、これまで介護保険制度に



代表されますように、大きく抜本的な改革が幾つ

かなされ、高齢化に対応する社会づくりが少しず

つ形成されつつあるように思われますが、一方、

少子化対策については、取り組みがまだまだ不十

分であるように私は思います。乳幼児医療の無料

化の増進や児童手当の拡充等に見られるように、

少しずつ対策がなされてきているところでありま

すが、私はもっとスピードをアップしてこの問題

に取り組む必要があるのではないかと思います。

子育てのしやすい環境づくりや、子供にとって

の安全なまちづくり、またその子供たちが将来、

この泉南市から他市町や他府県で暮らすことなく、

生涯泉南市で暮らしていただけるような総合的な

対策が今後必要になるのではないかと思われます

が、市長の御認識と今後の少子化への取り組みに

ついての御所見を承りたいと思います。

次に、質問３として、「安全なまち、活力のあ

るまち」についてです。

質問の１は、「安全で災害に強い防災都市づく

り」についてです。

１９９５年１月の阪神・淡路大震災以降、災害

に強い防災都市づくりが叫ばれております。特に

最近では、市長も言及されておりますように、今

世紀前半での発生が懸念されています東南海・南

海地震の対策が大きな問題となっております。

当市におかれましては、これまでもさまざまな

防災対策を実施してこられましたが、防災備品の

在庫問題や自主防災組織の育成、またいざ大震災

が発生した場合に各地域の拠点となるべき学校の

老朽化問題等、市長が言われる総合防災体制の整

備並びに安全で災害に強い「防災都市 泉南」の

実現には、まだまだ課題も多いと思われますが、

そこでこの「防災都市 泉南」の実現に向けての

現状と課題についてお聞かせいただきたいと思い

ます。

「安全なまち、活力のあるまち」質問の２は、

「安全で便利な地域づくり」からであります。

市長は、「「大阪府安全なまちづくり条例」の

施行に伴い、地域に密着した安全なまちづくりに

関する取り組みを行うため、「泉南市安全なまち

づくり推進協議会」の設置など、犯罪による被害

を防止することはもちろん、犯罪を発生させない

－３５－

環境づくりに努めてまいります」と言及されてお

りますが、現実には泉南市におきましても空き巣

などは年々増加傾向であり、地域においても特に

高齢世帯やお一人で暮らされてる世帯が年々増加

していることもあり、安心・安全なまちづくりは

喫緊の課題となってきていると思います。

そこで、早急にこの問題について、対策と今後

どう行政として安心・安全なまちづくりを形成し

ていかれるのか、具体的な取り組みなどありまし

たら、お聞かせいただきたいと思います。

「安全なまち、活力のあるまち」質問３は、泉

南ブランドについてです。

本市の産業振興の１つであります泉南ブランド

づくりでありますが、なかなかどういうものなの

か、その骨格が見えてまいりません。本年も「新

しい発想を取り入れながら「泉南ブランド」づく

りに向けた取り組みを進めてまいります」とだけ

言及をされていますが、この泉南ブランドについ

て、もう少し詳しく現状と取り組みについてお教

えいただきたいと思います。

質問の４は、「快適なまち、個性のあるまち」

についてです。

１点目は、「水・緑の環境づくり」にある農業

公園についてです。

仮称農業公園整備事業費として、芝生広場・花

畑整備工事、駐車場整備工事、附帯施設整備工事

費として２億４，３９０万円が本年度予算に計上さ

れております。来年、平成１７年度開園予定であ

りますので、実質開園までの整備事業費としては

最後の予算になるというふうにお聞きしておりま

す。

しかし、そんな中、先日行われました所管の産

業建設常任委員会の報告では、開園後の施設管理

をＰＦＩ方式による民活運営方式から、応募者が

ないことから事実上それを断念されたというよう

な報告もございました。

来年いよいよ開園の予定ですが、市長も言及さ

れていますとおり、農業体験を通じて自然に親し

み、地域農業の振興と市民レクリエーションの場

の提供にということで巨費を投じ進められてきた

本事業について、まだまだ課題も多いように思わ

れますが、その進捗と現状の課題についてお聞か



せいただきたいと思います。

「快適なまち、個性のあるまち」の第２の質問

は、砂川樫井線と信達樽井線についてです。

市内幹線道路である砂川樫井線と信達樽井線に

ついての進捗状況を簡単で結構ですので、お答え

いただきたいと思います。

質問の５は、関西国際空港についてです。

先ほども少々触れましたが、関西国際空港は早

いもので開港１０周年を本年９月に迎えます。現

在は平成１９年度の供用開始に向け、２期工事も

着々と事業の進捗が見られてるとのことですが、

市長も言及されておりましたが、国内線の伊丹空

港への移転や、国際線では昨年のＳＡＲＳによる

旅客数の減少等により、ここ何年間は開港当初の

ような追い風のフライトではなく、厳しい逆風に

さらされ続けていることは間違いないように思わ

れます。

市長は常々より関西国際空港、りんくうタウン

を中心とした臨空都市圏構想を視野に、関西国際

空港を最大限に生かしたまちづくりについてなど

を言及されていると私は認識しております。しか

し、現実には開港より１０年を迎え、関空を取り

巻く環境、りんくうタウンの現状、また地元自治

体を取り巻く環境等が大きく変化してきている実

情もあるかと思われます。

つまり、これまでの１０年とこれからの１０年

を見据えたとき、特にこれからの１０年について、

関空と地元のあり方についての御所見がございま

したらお聞かせいただきたいので、よろしくお願

いいたします。

質問の６は、合併についてです。

平成１７年９月新市設立を目標に、泉州南合併

協議会は３市２町の合併に係る協議調整を現在毎

月１回、またはこれから２回のペースで鋭意進め

られているところであります。

目標は平成１７年９月に新市設立なのですが、

日程的なことから、現在の３市２町の枠組みにお

いて合併の是非についての答えを本年中に出さね

ばならない、本当に難しい選択と決定の年が本年

ではないかと思われます。

そんな中、市長は初めて市政運営方針にも「住

民投票により合併の是非を問いたいと考えており
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ます」と言及されています。現時点においてさま

ざまな諸課題があることと思われますが、現状の

課題と住民投票の期日について御所見を賜りたい

ので、よろしくお願いいたします。

最後の質問であります。

「結び」の中で市長は、「平成１６年度は、本

市のまちづくりを考えていく上において極めて重

要であり、まさしく「泉南市の岐路」を迎える年

であると認識いたしております」とありました。

先ほどの合併についての質問の際にも触れまし

たが、来年、平成１７年に本当に合併となるなら

ば、もちろんそれまでに解決されなければならな

いことはたくさんあるのではないかと思われます。

時間の都合上、すべてをお聞きするわけにはいか

ないのですが、今定例会では２点についてお聞き

したいと思います。

１点目は、新家の悪臭問題です。また、２点目

は市営の３住宅についてです。どちらも本当に来

年合併があるならば、それまでとは言わずに、一

日も早い解決を住民の皆様が望んでいる問題であ

ると思います。

悪臭問題については、さきの厚生消防常任委員

会や公害対策審議会等での報告のとおり、施設改

善を初め新たな展開が見られるようですが、住民

の皆さんにとっては本当に深刻な問題であります。

現状と今後の対応についてお聞かせいただきたい

と思います。

また、３住宅問題については、いよいよ来年ま

でに一定の結論を出すために双方努力がなされて

いるようですが、これまでの経緯、経過から見て

も、住民の方たちは行政のその方向性について待

ち望んでいるように思われます。現状と今後の市

の考え方についてお聞かせいただきたいので、よ

ろしくお願いいたします。

以上で壇上からの質問を終わらしていただきま

す。初めにも申しましたが、少し気合を入れ過ぎ

まして質問が多岐にわたりました。もし時間がご

ざいましたら、自席より再質問さしていただきた

いと思いますので、よろしくお願いいたします。

御清聴ありがとうございました。

○副議長（井原正太郎君） ただいまの竹田議員の

質問に対し、市長の答弁を求めます。向井市長。



○市長（向井通彦君） 竹田議員の御質問に順次お

答えをいたします。

まず、１点目の家庭の教育機能総合支援モデル

事業について御答弁を申し上げます。

昨今、家庭の教育機能の低下が指摘されており

ます。その結果として、基本的な生活習慣の乱れ、

学習のおくれや無気力等に陥り、いじめ、不登校、

非行等の問題行動の一因ともなっております。こ

れらの問題の解決に当たっては、保護者への支援

が重要であると考えております。

この事業は、いじめ、不登校や非行等の困難な

課題を抱え、子育てやしつけに悩み、不安を抱く

家庭を総合的に支援するため、学校の持つ教育機

能を最大限に活用し、地域の連携のもと、家庭の

教育機能を総合的に支援するための体制づくりと、

小学校における生活指導の充実について実践的な

調査研究を行う大阪府の委託事業であります。

具体的には、小学校区を１つモデル校区に指定

し、学校教育経験者等から構成する家庭教育サポ

ートチームを設置し、家庭訪問や保護者の相談、

児童への学習支援、児童との交流活動を行いなが

ら、より効果的な支援方法の研究を進めていくと

いうものでございます。

次に、文化芸術基本条例の制定についてお答え

申し上げます。

平成１３年１２月に文化芸術振興基本法が公布、

施行され、また平成１４年１２月には文化審議会

から文化芸術の振興に関する基本的な方針が答申

されて、同月、閣議決定されたところでございま

す。これらの中で、地方公共団体は国の施策を勘

案し、その地域の特性に応じた文化芸術の振興の

ために必要な施策の推進を図るよう努めるものと

するとされています。

さて、本市におきましては、文化ホールにおけ

る自主事業を初め、図書館事業の充実、合唱団・

吹奏楽団の育成、文化協会への補助、文化財の保

存・活用、伝承文化の育成、ＡＢＣ委員会市民の

文化推進チームへの支援・協力など、文化芸術の

振興のための施策を展開しているところでありま

す。文化芸術を創造し、享受し、文化的な環境の

中で生きる喜びを見出すことは、人々の変わらな

い願いであると考えます。

－３７－

本市といたしましては、国・大阪府との連携を

図りながら、より一層地域の特性に応じた多様で

特色ある文化芸術を振興し、市民の文化芸術活動

を推進する施策を進めていきたいと存じておりま

す。なお、大阪府では、文化芸術振興基本法を受

けて、平成１５年３月に大阪府文化振興アクショ

ンプランを策定したところでございます。

議員御質問の文化芸術振興基本条例についてで

ございますが、国や大阪府の施策の内容を研究し

ながら、検討してまいりたいと考えております。

次に、国内外との交流の促進についてお答え申

し上げます。

本市は、市域に関西国際空港を有しており、ま

た国際交流の地域拠点として、田尻町に関西国際

センターもございますので、これらの恵まれた地

域特性を生かして国際化の促進を図ってまいりた

いと考えております。

現在、ＡＢＣ委員会におきまして、在住外国人

を対象に日本語教室、外国人を講師とした英語教

室、フィンランド語教室、ハングル語教室、諸外

国の料理をつくり交流する場としてクッキング教

室を開催するほか、国際交流会等の外国人との交

流会の開催や、関西国際センターの研修生とのふ

れあい交流祭を行っております。

今後も、このような交流会のほか各種イベント

等への参加を呼びかけ、諸外国の歴史、文化、慣

習を紹介していただくとともに、日本の歴史、文

化、慣習に接することにより、お互いに広く国際

的な感性を養い、もって国境を越えた地球市民と

しての意識づくりを図ってまいりたいと考えてお

ります。

また、国内では御存じのとおり、和歌山県の龍

神村との交流を持っており、ことしも泉州国際市

民マラソン招待選手として参加していただきまし

た。泉南ルネッサンス・カレッジの一環としまし

て、泉南大使として３３名の小・中学生を派遣し、

龍神村の小・中学生との交流をいたしております。

次に、児童虐待の問題についてお答え申し上げ

ます。

児童虐待につきましては、本年早々、岸和田市

の痛ましい事件が報道され、私自身も非常に衝撃

を受けたところでございます。



本市の児童虐待の防止につきましては、従前よ

り子ども関係機関連絡会議の中で取り組みを進め

ておりましたが、この児童虐待については、最近

殊に大きな社会問題となりつつあるため、昨年１

０月にこの問題に特化した泉南市児童虐待防止ネ

ットワークを設置いたしました。

このネットワークは、市及び教育委員会の関係

部局を初め、岸和田子ども家庭センター、泉佐野

保健所、泉南警察署など大阪府の関係機関、また

地元医師会や民生委員児童委員協議会など、多く

の機関に参画をいただいております。既に実務レ

ベルでは個別ケースに対して、児童やその家族へ

の援助活動を行っているところでございます。

なお、児童虐待の防止につきましては、市民等

に対する啓発活動が重要であることから、新年度、

本ネットワークによるシンポジウムの開催を計画

をいたしております。

次に、今後の少子化対策についてでございます

が、近年の急速な少子化の進行は、税制や社会保

険制度など我が国の社会経済全般に極めて深刻な

影響を与えるものであると認識いたしております。

特に、出生率の推移を見ても、昭和４０年代後

半の第２次ベビーブーム当時の出生率が２．１４で

あったものが、平成１４年では１．５７ショックと

言われた平成２年ごろの出生率をさらに下回る１．

３２と低下をしてきております。また、夫婦の出

生力の低下という新たな現象により、少子化が一

層進行していると言われております。

このことから、国におきましても昨年７月に次

世代育成支援対策推進法が施行されたところでご

ざいます。これを受けて、本市においても昨年９

月から地域行動計画の策定準備に着手しており、

昨年１２月に泉南市次世代育成支援対策地域行動

計画策定委員会を設置し、本年１月には小学６年

生までの保護者に対するニーズ調査も実施してお

ります。

計画の内容につきましては、ニーズ調査の分析

結果を踏まえ、今後の策定委員会で検討されるこ

とになりますが、策定に当たりましては、まず子

供の視点、そして次代の親づくりという視点、３

番目としてサービス利用者の視点、４番目として

社会全体による視点、５番目としてすべての子供、

－３８－

家庭への支援の視点、６番目として地域における

社会資源の効果的な活用の視点、７番目としてサ

ービスの質の視点、８番目として地域特性の視点

を持って作業を行うことといたしているところで

ございます。

次に、「防災都市 泉南」についてお答えいた

します。

今世紀の前半にも東南海・南海地震の発生が懸

念されておりまして、本市といたしましても、防

災マップの作成、各戸配布のほか、自主防災組織

の育成等、防災対策事業を実施しており、災害時

の職員の迅速な対応を図るため、職員災害初動マ

ニュアルにより、市職員として何をするべきかの

周知を図っております。

また、地震を想定した防災訓練も、ことしは災

害対策本部の参集訓練と同時に、地震に伴い津波

の発生を想定して、水防訓練も実施いたしました。

今後も避難所の開設等、災害発生時に迅速かつ円

滑に対応できるよう訓練を積んでまいりたいと考

えております。

災害発生時には、市民の地域単位での対応が最

も迅速かつ効果的であると思われますので、自主

防災組織の機能が期待されるものであり、現在は

５地区で設置されておりますが、今後、他の地区

におかれましても設置を促進していきたいと考え

ております。

大阪府や本市におきましても、食料や飲料水、

毛布、その他の非常時用の備蓄を行っております

が、水道、電気等の復旧までの間、簡易な方法で

飲料水の確保や食料の保存方法など、市民の皆様

の知恵をおかりして、市民相互に協力しながら災

害に立ち向かっていかなければならないと考え、

その手法について検討してまいりたいと考えてお

ります。

次に、「安全なまち、活力のあるまち」の犯罪

を発生させない環境づくりについてお答え申し上

げます。

犯罪を発生させない環境づくりの具体化につき

ましては、平成１５年３月に行政、警察、市民、

各種団体が一体となって、犯罪を発生させない安

全なまちづくりを推進するため、泉南市安全なま

ちづくり推進協議会を設立いたしました。安全な



まちづくり協議会では、今年度の事業としては昨

年１０月に地域住民の防犯意識の高揚を図るため、

地域安全パレードを実施したほか、春の地域安全

運動を効果的に推進するため、自主防犯意識の高

揚を目的として、３月１４日に地域安全大会にも

参加を予定しております。

市内の犯罪発生状況でございますが、平成１４

年度と平成１５年を比較してみますと、刑法犯罪

の総数は平成１４年が１，５５１件、平成１５年が

１，２７７件、うち窃盗犯の数は平成１４年が１，３

７３件、平成１５年が１，０４９件と、いずれも減

少している状況でございます。また、本年も引き

続き減少傾向でありますが、依然として高い水準

にあることから、まだまだ気を許すことのできな

い状況にあります。

本市といたしましては、防犯活動を行っている

組織として、泉南市防犯委員会がございます。こ

の委員会は、市域の防犯活動を推進し、各種犯罪

の防止を図り、もって市民の安全で快適な生活環

境づくりに寄与することを目的として活動を行っ

ております。委員会の概要につきましては、防犯

委員として１１９名の方を市から委嘱させていた

だき、市内を７地区防犯委員会に分け、活動をい

ただいております。

次に、主な活動内容ですが、７地区の委員長に

よる毎月の役員会の開催、年３回の市内防犯パレ

ードや街頭啓発物品の配布等による啓発活動、夏

季、歳末等における防犯パトロールの実施、また

各地区防犯委員会では、毎月１回の防犯パトロー

ルや、夜店、盆踊り、秋祭りにおける防犯パトロ

ールを実施するなどの活動を泉南警察署と連携し

ながら行っております。本市といたしましても、

防犯委員会、泉南警察署、各区等と連携を図りな

がら、地域安全運動をさらに推進してまいりたい

と考えております。

次に、泉南ブランドについて御答弁を申し上げ

ます。

本市における泉南ブランドに関し、第４次泉南

市総合計画にお示しの工業の振興につきまして、

地場産業として事業者がこれまで蓄積してきた技

術等により、エコ軍手――これはエコロジーな軍

手ということで、泉南市の方で新たに活動されて

－３９－

る軍手でございます。それと、アッシヘルスとい

いまして、健康靴下を開発したところであり、今

後も事業者、行政、商工会、組合などが一体とな

って、経営基盤の強化と構造改善などを促進して

まいりたいと考えております。

商業の振興につきましては、道の駅的施設を予

定しており、夕日を見ながら食事をする場の提供、

また物販の販売においては、泉南の名物であるミ

ズナス、泉州ダコやアナゴ、かるがもの里の切り

花、コチョウラン、デンドロビューム、また有限

会社阪急泉南グリーンファームが販売する無農薬

野菜などを１つの目玉として、内外のより多くの

人々に泉南ブランドとしてＰＲに取り組んでいき

たいと思っております。

また、観光・レクリエーションの振興につきま

しては、関西国際空港を起点に泉南市の魅力であ

る海辺から山間部における古きよきものを生かし

た体験や参加型の観光、いわゆるグリーンツーリ

ズムを主体に考え、今般泉南市生涯学習まちづく

り事業実行委員会を立ち上げ、「世界に拓く自然

と歴史街道のまち泉南の創造」をテーマに各種講

座を開催する中で、歴史街道ウオーキングや仮称

泉南太鼓の創設などの事業展開を行っております。

また、一方で、根来街道グリーンツーリズム連

絡会を立ち上げ、府県境を越えた地域と連携して、

熊野街道を基軸に観光、交流を図りながら、観光

施策を推し進めてまいりたいと考えているところ

でございます。

次に、農業公園について御答弁を申し上げます。

農業公園につきましては、花卉団地に隣接する

という立地条件を生かし、花と緑に囲まれた緑豊

かな自然環境の中で、市民が花摘みや農作物栽培

など農との触れ合いを通じた憩いやいやしの場を

提供することにより、広く市民に農業への理解を

深めていただき、また本市農業の特産である切り

花のＰＲにもつながり、地域農業の振興を図る上

でも重要な拠点的施設の整備として、鋭意事業を

推進しております。

本事業は、平成６年度の事業着手から９年が経

過し、平成１５年度末の見込みで進捗率が９０％

となり、用地の取得と造成など基盤的な整備はほ

ぼ完了した状態であります。１６年度で公園整備



事業を完了し、１７年度開園を予定しております。

また、昨年開催いたしました春のチューリップ

の摘み取り園に約１万人、秋のコスモスの摘み取

り園には約５，０００人と、合計１万５，０００人の

方が来園されるという大盛況でありまして、農と

自然との触れ合いの場を求めて農業公園に対する

市民の期待が大きく、農業公園の必要性を改めて

認識しているところであります。

このような現状において、厳しい財政状況の中、

市民の財産を有効に活用し、市民に還元していく

ことが強く求められているとのもと、より市民サ

ービスを安定的に提供していくために、施設整備

内容や運営管理等について、経費節減も含めて検

討してまいりました。

今後、１７年の開園に向けて、農業公園が魅力

ある施設として多くの方に利用されることと、経

費節減のため、１６年度実施する整備内容は必要

最小限にとどめるとともに、開園後予定していま

す民間への維持管理委託についても、経費節減を

さらに図るため、委託先の検討を行うなど、最大

限の検討をして準備をしていく考えでございます。

次に、砂川樫井線の進捗について御答弁を申し

上げます。

残っておる用地交渉については、現在、鋭意交

渉に努めているところであり、非常に難航してお

るところもございますが、今後も精力的に交渉に

努める所存でございます。

今後の課題につきましては、供用開始に向け市

場長慶寺砂川線との交差部分並びに一丘団地内等

の既設道路との交差部分等、信号等交通安全対策

について警察並びに関係機関と協議調整を行い、

対応をしてまいりたいと考えております。

次に、信達樽井線の進捗状況と今後の課題につ

いて御答弁申し上げます。

平成１５年度につきましては、未買収地の用地

測量、大型工場及び個人の物件補償調査、橋梁、

道路の予備設計業務の委託の発注、また土地開発

公社からの用地の買い戻し等を実施いたしました。

大型工場につきましては、建物、機械設備、地

下設備、配管関係等の現地調査は既に終えており、

営業補償関係についても基礎的な資料収集を終え、

その整理を行っているところでございます。

－４０－

現在、移転工法についてさまざまな案を作成中

で、この中で最も合理的で経済的な案を検討して

いるところであり、それらを精査するのにまだ少

し時間がかかり、現時点では最終的な額の算出ま

でには至っていないという状況でございます。関

係機関とも協議しながら、それらの作業をできる

だけ早く進めてまいりたいと考えております。

今後は、この大型工場並びに個人の方々の用地

補償の交渉、道路の改良工事、橋梁工事と進めて

いく予定でございますが、そうした中での課題と

いたしましては、財政状況が非常に厳しいという

ことを踏まえまして、総事業費の抑制に努めてい

くことが必要であると考えております。さまざま

な創意工夫の中で、可能な限りコスト縮減に努め

てまいりたいと考えております。

次に、関西国際空港についてでございます。

関西国際空港が平成６年９月４日に開港以来、

本年で丸１０年という節目の年を迎えるわけでご

ざいます。私といたしましても、職員であった時

代も含め計画段階より常に関空とはかかわってま

いりましたので、開港１０年を迎え感慨深いもの

がございます。

これまでの１０年を考えてみますと、本市にと

りましては、道路整備や下水道整備が着実に進捗

してきたこと、地域整備のかなめの１つでござい

ましたりんくうタウンへの企業立地が定期借地方

式の導入等より活発化してきたことなど、大きな

成果があったものと考えております。

次に、これからの１０年は、一定のインフラ整

備が整ってまいりましたので、今後はそのインフ

ラを活用した面的な整備に期待しているところで

ございます。

私の期待している波及効果につきましては、ま

ずインフラが整備されますと、企業立地あるいは

商業立地、工業立地が進んでまいります。次に、

雇用の創出が起こり、これに伴い人口の増加が顕

著となり、住宅等の供給が増加してまいります。

人口がふえてまいりますと、それに伴ってまちが

活性化し、商業施設の集積が発生するものという

期待がございます。このことが３点セット時に申

しました本当の意味での空港との共存共栄の姿で

はないかというふうに思っております。私は、こ



れからの１０年を空港とともに繁栄を目指す１０

年と考えていきたいと思っております。

次に、合併問題についての住民投票についての

御質問にお答え申し上げます。

泉州南合併協議会も３月１日に第４回の協議会

が開催され、順次合併協定項目についての協議を

進めているところでございます。事務事業につき

ましては、現在調整の基本方針について個々に協

議会で協議いたしており、その基本方針に沿って

分科会、専門部会で詳細についての調整を図り、

改めて協議会に提案するものでございます。

今後の協議会には、分科会、専門部会で協議調

整の整った事務事業につきまして提案し、協議会

で承認を得た上で、住民説明会には主な項目とい

たしましては、税、国民健康保険税、介護保険料、

保育料、上下水道料金等の身近な料金のほか、主

な事務事業、新市建設計画の概要などをお示しす

る必要があると考えております。

住民投票は、このような判断材料により、合併

の是非についての住民の意思をお聞きするもので

ございます。実施時期につきましては、住民投票

を行おうとしております２市２町が同時に実施す

るのがベストだと思っておりますので、２市２町

で足並みをそろえて、実施時期についての検討を

行ってまいりたいと考えております。

次に、新家地区の悪臭問題について御答弁申し

上げます。

本問題は、本市の大きな課題であると考えてお

り、長年にわたり付近住民の方々に御迷惑をおか

けしているところでございます。

このような中で、悪臭の発生源である産業廃棄

物中間処理業者から、その処理施設の建てかえと

脱臭方法の改善についての事前申請が大阪府に提

出され、また私に対して意見を求める照会が知事

から来ているところでございます。その後、所管

委員協議会並びに公害対策審議会において、本改

善計画案の概要の御説明を行ったところでござい

ます。

改善計画の内容ですが、発酵施設を備えた堆肥

舎を新たに建設し、従来と異なる過程により肥料

化を行い、また脱臭施設も新しく設置しようとす

るものであり、大阪府からは、本改善計画が整備
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されれば基本的に悪臭発生状況が改善されるとの

説明を受けております。

本市といたしましては、本改善計画を進めるに

当たり、大阪府に対し８項目の意見書をつけて回

答したものであり、その主なものは、廃棄物の受

け入れについて処理能力に見合った量や質とし、

搬出との総合的な管理計画の作成や実施について

指導すること。当該施設完成後の維持管理、施設

運営について指導し、特に脱臭装置について留意

すること。当該施設計画の実施について、大阪府

として責任を持って当たり、施設完成後、悪臭発

生状況について改善が見られない場合は更新を認

めないというものであり、本改修事業の進捗を見

据えながら、悪臭の防止について全力を挙げて取

り組んでまいりたいと考えております。

最後に、市営３住宅問題について御答弁申し上

げます。

市営３住宅に関しての裁判の和解後、平成１７

年３月まで定期借地権等を含め、双方円満解決に

向け努力する旨の公営住宅の住宅整備に関する覚

書を平成１５年２月１７日付で取り交わしたとこ

ろであり、以後この覚書に沿って代表者の方と話

し合いを重ねてまいりました。

現在、大阪府を通じ、国土交通省において国・

府双方で法的な是非等も含め、方策について協議

検討を行っており、近々に一定の方向性、見解が

示されるものと認識しており、市といたしまして

もそれを受け、より具体的な協議に進展できるも

のと考えております。今後も精力的に協議を重ね、

より早い時期での円満解決に向け、最善の努力を

尽くしてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀口武視君） 竹田議員。

○２番（竹田光良君） それでは、少し時間がある

ようですので、再質問さしていただきます。

まず、たくさんの項目につきまして答弁いただ

きました。ありがとうございました。１つ１つす

ると当然時間もございませんので、順番がまちま

ちになると思いますが、幾つか再質問をさしてい

ただきたいと思います。

まず、１つ目に合併のことについて少しお聞き

したいなというふうに思うんですが、きょうの朝



からのやりとりの中で私、非常に感じたんですけ

ども、合併があったときに、真砂議員さんの方か

ら、じゃ、しなかったら一体どうなんだというよ

うな、非常に興味深くこっちで聞かしていただき

ました。

と同時に、市長の発言の中で、すべての事業の

見直しが必要なんだと、とにかく覚悟が必要なん

だと、楽観的に見るか危機的に見るかといえば、

私は危機的に見るんだと、そういうふうなお話が

あったと思うんですけども、実際今かじをとられ

ている市長からそういうふうなお話があったとい

うことで、非常に、別にショッキングでも何でも

ないんですけども、そういうような思いを少しし

たような次第です。

そうなりますと、今回は私の中で財政的なこと

は通告してませんので、それは別としまして、こ

の壇上でもお話しさしていただいたんですけども、

初めてことしについては市長もいわゆる住民投票

をする。この住民投票が、そういった背景を考え

ますと、非常に重要なものになってくるなという

ふうに私自身が認識をしております。

また、そんな中で、これについては所管の委員

会が条例について深くまたされると思いますので、

余り中身について深くお聞きするのも何だかなと

思うんですけども、基本的なことをお聞きしたい

なというふうに思うんです。

この中で、その骨子の中で非常に、今回の評議

方法というんですかね、投票の方法については、

丸か、それか何もしないということだと思うんで

す。その中で、この住民投票の結果については市

長は尊重するという一文があったわけなんで、ど

っかでもひょっとしたら質問をされた方もおられ

るかもしれませんが、圧倒的に例えば丸が多いと

か、圧倒的に丸がないとかいう場合は、非常にわ

かりやすい部分もあるんかなというふうに思うん

ですけども、これ非常に拮抗するような可能性も

なきにしもあらずでして、また他市においては、

泉南がどうであるかと同時に、２市２町でやるわ

けですから、ほかのところはひょっとしたらほん

とに圧倒的にどっちが多いというような状況にな

るかもしれないんで、その辺を兼ね合わせて、確

かに泉南市の住民投票ですから、その結果を尊重
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ということはわかるんですけども、こういう他市

と兼ね合わせたとき、またその結果が圧倒的じゃ

なくて非常に拮抗した場合、いろいろ状況が考え

られると思うんですけども、その辺の見きわめが

非常に難しいんではないかなというふうに思うん

ですが、この点、現時点で市長はどうお考えにな

っているのか、ひとつちょっとお聞きしたいと思

います。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 今回、住民投票は泉南市で

も初めてだと思いますし、近隣でも初めてだとい

うふうに思います。投票方法は、もうはっきりと

二者択一という形にした方がすっきりするんじゃ

ないかということで、そういう考えを持っており

ます。

それと実施時期、２市２町がやるんですけれど

も、できれば同じ日にやった方がいいんではない

かと。どこかが先行して一定の結果が出てという

のは、それによって影響を受けかねないこともあ

りますんで、同時期にやった方がいいんではない

かなという考えを持っております。

それと、当然住民投票する以上は、その結果に

ついて市長はその結果を尊重するというのは当然

かというふうに思います。ただ、御指摘ありまし

たように、明らかに差異があってはっきりした場

合は、これは非常にわかりやすい話になるわけで

ございますが、極めて接戦であったと、そういう

結果であったという場合に、どう対応するのかと

いうことがあろうかというふうに思います。もう

１つは、投票率の問題もあろうかというふうに思

います。

ですから、この場、今の時点でなかなか言いが

たいものがございますけれども、それは結果を見

ないと何とも言えない部分があろうかというふう

に思いますが、住民投票する以上は、基本的には

やはりその結果を尊重するというものでなければ

意味がないというふうに思っておりますので、そ

の精神で対応をしていきたいなというふうに思っ

ております。

○議長（堀口武視君） 竹田議員。

○２番（竹田光良君） もう１点だけお聞かせいた

だきたいと思うんですが、そうなりますと、もう



１つは期日というのが非常に難しくだんだんなっ

てきてるなというような感じがいたしました。

初めは私もそうでもないかなと思ったんですが、

当然この７月に予定されている参議院選というの

が１つ大きいんですけど、いろんな話が漏れ伝わ

ってくると、やっぱりこれだけの合併ですので、

当然今非常に重要なものについても俎上に上がっ

てるということで、議論もいろいろ伯仲もされて

るようで、大変遅くまで委員の方も頑張っていろ

んな議論をされている。

当然、当初言われてました２，０００項目ですか、

たくさんの項目があってということで、やはりち

ょっと時間的に難しいなというような声もちらほ

らと聞こえんこともないわけなんですが、当然こ

の投票について市長は、その投票の前にやっぱり

ちゃんときっちりした住民説明会を開いて、そし

て材料がそろった時点で住民説明会をして、そし

てちゃんと投票しますという、これはもともと明

言されてたことだと思うんです。

そうなりますと、普通、７月の参院選なんかを

言いましたら、１１日にとかいうふうに言われて

ますけど、その前の説明会になりますと、これは

もう６月から入っていかないと、期間が非常に難

しくなってくると思うので、じゃそうしたらどう

してくるねんというような話になったときに、泉

南市の市会選もその後１０月ぐらいに予定もされ

てるということで、いろいろ８月とかその後がい

いんじゃないかというふうになるんですけども、

これもまた先ほどと同様、非常になかなか答えに

くいかなとは思うんですけども、こういう時期ぐ

らいが望ましいというのを１つ持っておられまし

たら、お答えいただきたいなというふうに思うん

ですが。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 時期についてまだ確定して

いるわけではもちろんございませんし、条例をこ

の３月議会に上程をさしていただいてるわけでご

ざいますから、まず条例が制定されないと実施で

きないということでございます。

ただ、我々３市２町の市長、町長が連絡会とい

うのを構成しておりまして、月に１度あるいは２

度相寄って、この合併問題についての意見交換を
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やっているわけでございますが、その中では、目

標としては７月の参議院選挙、７月１１日と言わ

れておりますが、そこに一応目標を設定をいたし

ております。

ただ、それまでにおっしゃるようにいろんな市

民の方が知りたい情報が出てくるのかという問題

と、それからその住民投票前にもう一度、前回や

ったような住民説明会を各地区でやらなきゃいけ

ないということがございますんで、スケジュール

的にいきますと、厳しい状況にはあるかというふ

うには思います。ただ、合併協議会事務局にも７

月を目標に最善の努力を尽くすようにということ

でお願いもいたしておりまして、今のところはそ

の予定といいますか、スケジュールで進んでおり

ます。

ただ、当然法定合併協議会での進捗状況とか、

あるいはいろんな調整事項がある程度整うのか、

整わないのか、この辺を見きわめないといけない

というふうに思っておりますので、それは必ずし

も固定されたものではございません。目標として

はそのあたりに置いております。

ただ、じゃそれから後ということになったら、

ずっと先でもいいのかというと、そうではなくて、

やはりできるだけその材料が整った段階での早い

時期にやる必要があるんではないかというふうに

思っておりますので、これについては今後事務的

な作業の進捗あるいは合併協での審議の状況等を

踏まえながら、住民投票をやる２市２町でお互い

に確認をしていきたいと思ってるところでござい

ます。

○議長（堀口武視君） 竹田議員。

○２番（竹田光良君） 時間がなくなってきました

んで、次にちょっと移らしていただきます。

最後に――最後といいますか、最後の質問とい

うことで、悪臭と住宅ということでさしていただ

いたんですが、どちらももし、まだわからないん

ですが、合併があった場合、本当に一日も早く解

決をしたい。先ほど壇上でもお話しさしていただ

きましたけども、住民さんはそういう意向である

と。

きょうは朝からもそういう質疑があって、市長

の方も、もし合併があるならばその前には決着を



つけるんだと、住宅問題ですか、そのときにはそ

う話しされたんですけど、１つちょっとお聞きし

たいんですけども、そのときに今、国・府で一定

もんでもらっておるんだと。それが一定の見解が

もうじき出るんですよというようなんがありまし

たけども、その中で国・府の理解のもとに解決し

ていきたいという話もあったと思うんですけども、

そうなりますと、一体その中で市の意思というか、

それは一体どういうふうに府の方に見解を述べて

るのか、またどういったものが一体市の意思なの

かというのが少しちょっと気になりましたんで、

その点についてちょっとお答えいただきたい。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 大阪府とは、この問題につ

いては数を重ねて協議をいたしておりまして、泉

南市の意向というのは、その覚書にありますよう

に定期借地権等を含めた解決の方法ということで、

大阪府に対して強くそれを認めてくれというか、

それでできるようにということで話をさしていた

だいております。

法解釈の面ではちょっと難しい面もあるんです

けれども、泉南市の意を体して国の方にも協議を

していただいておりまして、結果として、もうそ

んなに遠くないと思います。協議していただいた

結果といいますか、内容が我々の方にお示しをい

ただけるものというふうに思っておりますので、

それを受けて入居者の皆さんとも協議しながら、

そのとおりであればそれでよし、そうでないなら

ば、またちょっとアイデアを出さないといけない

のかなというふうにも思いますが、我々の意を体

して大阪府も国に話し合いをしていただいてると

いうところでございます。

○議長（堀口武視君） 竹田議員。

○２番（竹田光良君） そんな中で実は前回のとき

に、これは部長とうちの井原議員のやりとりだっ

たと思うんですけども、なかなか府は定借につい

ては厳しい意見なんだというようなんもたしか何

かあったような感じもいたしますけども、ただ今

回先ほどの中ですが、市長の中でいろんなバリエ

ーションも考えてるんだというようなお話もあり

ました。

今のところ払い下げか、また定借なんか、また
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建てかえなんかというような中で、それ以降にも

何かやはり考えてるものがあるのか、それがバリ

エーションになるかどうか、その辺ちょっと１点

最後に確認だけさしていただきたい。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 今言われた中での建てかえ

はなしということでございます。入居者の皆さん

ともそういう形で話し合いをしております。

ですから、あと残された選択肢の中で国なり府

の理解を得られる範囲内で、またしかも入居者の

皆さんの理解も得られるという解決方法を見出し

ていきたいと思います。

○議長（堀口武視君） 竹田議員。

○２番（竹田光良君） 住民さんはお待ちだと思い

ますんで、一日も早くその辺の方向性を見出して

またお願いしたいなと思います。

最後、悪臭の話なんですけども、公対審も開い

ていただきました。一定いろんな新たな計画も出

てるみたいなんですが、公対審のときもちょっと

お話もさしていただいたんですけども、今の現施

設におきましても非常に破れたりとか、例えば堆

肥舎の方がつぶれたりして、それがやっぱりにお

いが出てるというような、これは市長の方から、

また府の方も厳しく指導もしていただき、また監

視もしていただいてますけども、今後も相当厳し

くそれもやっぱりしていただかなあかんのかなと

いうふうな気もいたします。

あと、それともう１点、公対審につきまして、

この間開いていただきましたけども、やはり本来

からしたら公対審というのは、市長の方から諮問

されて、そしてそれで一定の公対審として答えを

出していく方向づけというのがあると思うんです。

今後、どういう形がいいのかわからないんです

けども、またできればほんとにもとのきちっとし

た形で公対審なんかを開催をいただきたいなとい

うふうに思いますんで、またよろしくお願いした

いと思います。もう結構です。

○議長（堀口武視君） 以上で竹田議員の質問を終

結いたします。

３時４０分まで休憩いたします。

午後３時 ３分 休憩

午後３時４０分 再開



○議長（堀口武視君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次に、１７番 角谷英男君の質問を許可いたし

ます。角谷英男君。

○１７番（角谷英男君） 皆さんこんにちは。市政

研究会の角谷でございます。市政研を代表いたし

まして代表質問をさせていただきます。

まず、市政運営方針についてでありますが、今

現在、泉南市民の皆さんはどういう気持ちで毎日

の生活をしておるか。私たちのまちは、まさに商

業者にとっても大変でありますが、りんくうタウ

ンに大きな核ができる。内陸部は一体どうなるの

かなと。もう１つは、合併問題で、私たちのまち

はこのままいくのか、それとも新しいまちと一緒

になって合併するのか。そして、市は赤字である。

まさに不安の中で市民の皆さんは生活をしておる

んではないかなというふうに思います。そういう

中で、市政方針について質問をさせていただきま

す。

まず、市政方針を読ましていただきまして感じ

ましたことを申し上げますと、市長はほんとに合

併するのかなと、それとも書かれてありますよう

に行財政運営、また行政機構を改革して、私たち

のまちは私たちでいくんだと、その辺がどうも明

確でないような気がいたします。また、１８年度

から泉南市は黒字になるということもおっしゃっ

ておられるわけでありますから、そういう意味で

は、なぜ合併をするのかわからないのであります。

また、続いて合併問題を質問さしていただきま

すが、合併問題はスケジュールが大変問題になっ

てきます。法定協議会でも質問さしていただきま

したが、改めて向井市長に今の法定協議会のタイ

ムスケジュール、これで果たしてうまく合併の合

意が得られるのかどうか、ましてや住民投票に向

けて皆さんに御理解いただくための情報を提供す

ることが今の法定協議会のスケジュールでいくの

かどうか、まずお聞きをしたいと思います。

それと、法定協で言えることと、また泉南で言

わなければいけないことを分けて言わなければい

けないわけでありますが、見なし財産についてで

あります。これは泉南市は泉南市、３市２町それ

ぞれがその行政の中において取り決めをし、合意
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を得て、そして法定協議会に上げなければいけな

いと思うんです。

残念ながら、前回の法定協議会でも質問をいた

しましたが、全然その準備をされていない。泉南

市は見なし財産についてどのように現在整理をさ

れ、どこまで進んでおるのか、どこまでそれぞれ

の関係区長と合意を得ておるのか、その辺をお聞

かせ願いたいと思います。非常に大事なことであ

ります。

続いて、住宅問題を質問させていただきます。

住宅問題につきましては、先ほど真砂議員、竹

田議員がそれぞれ質問をされました。もうダブる

ことは、重複は避けたいと思います。

結論から申し上げまして、お聞きをしておりま

すと、住宅問題は２つしか選択肢がないなと。そ

の中でも問題は定借でありますが、定借は、私は、

産建委員会でもそうでありましたが、たしか井原

議員の質問に定借はかなり難しいんだという答弁

があったように記憶をいたしております。残るは

払い下げであります。

ましてや、泉南市の市有財産、土地、これを売

却するんだということを前々から言っておられま

す。もうこれは最大のチャンスであります。そう

いう意味では、払い下げという政治判断をされて

はいかがかなと。先ほどからの答弁では、定借に

ついては言われますが、払い下げについては言及

をされていない。改めてお聞きをいたします。

そして次に、まちづくりであります。

まちづくりを考えますときに、りんくうタウン

もあります。りんくうタウンの前に内陸部のまち

づくりについてお聞かせを願いたいと思います。

りんくうタウンができて、新しい核が海辺にでき

ます。そして、大きくまちが変化しようとしてお

ります。大事なことは、内陸部をどうするか。こ

れは行財政改革にも実はかかわってくるんではな

いかなと思うんです。行革を一生懸命やる、むだ

な税金を使わない、当然であります。

しかし、一方で税収をどう上げていくかという

ことが非常に大事ではないかなというふうに思う

んです。そういう意味では、内陸部の活性化、こ

れが非常に大事になってくると思うんであります

が、内陸部の活性化、中でも紡績跡地を含んだ遊



休地についてどう活用していくのか、お答えを願

いたいと思います。

続いて、りんくうタウンでありますが、りんく

うタウンは、産業建設常任委員会でも一定の質問

をさしていただきましたが、私はあのイオンを見

ますと、どんどん変化をしておる。最初の平面図

ではなかったものが今になって出てくる。それは

信号機であります。

市長に端的にお聞きしたいのでありますが、公

共が、公が民間一企業のために信号機を設置する

ことについてどう考えるのかどうかであります。

これは公安委員会が考えたからとか、大阪府がそ

うしたからではなく、一市長として、泉南の市長

としてそのことについてどうお考えになられるの

か、お聞きをしたいと思います。

そして、もう１つは、あの開発地内に都計道路

があったはずであります。私は、実は先日あのイ

オンの予定地を見てまいりました。しかし、見て

驚いたのは、この中にたしか道路があったなと。

その道路がなくなっております。都計道路である

以上、当然のようにその中には下水や水道や公の

施設が入ってたはずであります。それはどのよう

にされようとしているのか、お聞かせ願いたいと

思います。

それと、もう１点、地区計画を見直しませんか

ということを再三再四提案もしてまいりました。

しかし、残念ながら地区計画については、全然改

定もなければ何もなかった。

りんくうタウンを見ますと、シルバーハウジン

グがそうでありますが、今度のシネマコンプレッ

クスもそうであります。地区計画で条例ではだめ

なんです。しかし、市長は第９条で容認をされて

おります。公共に要する。それによって市長は許

可された。これは事実であります。地区計画を見

直さなければいけないんではないでしょうか。そ

うでなければ、何のための地区計画、条例なのか

わかりません。そうでなければ、市長が絶えず判

断をする、そういうことはおかしいんではないか

なと思いますが、いかがでしょうか。

続いて、住宅問題もそうでありましたが、実は

市営住宅前畑等は市長の市政運営方針には入って

おりましたが――入っておりませんでした。

－４６－

続きます火葬場もそうであります。火葬場は実

は市長の公約であります。そして、この議場にお

いて何人もの議員の方が質問をされてまいりまし

た。私もやってまいりました。もうあの位井山、

位井、あそこにはもうできないんではないかと。

どうも情報によればだめだと、中止だというふう

に聞いて質問いたしましたが、中止ではないんだ

と。ただ、今検討中なんだとか、休止であるとか、

いろんな発言をされました。

しかし、どこの情報をとってもこれは中止であ

るとしか思えないのであります。市長、この火葬

場はどうなるんでしょうか。これは何よりもまず

やらなければいけない問題であります。市長もそ

のことは当然認められて、公約に掲げられてきた

わけであります。

それと、火葬場でいえば、阪南市の火葬場、実

はこの前、旧２６号線でありますが、阪南市に向

かって走っておりました。阪南市の火葬場からも

くもくと黒煙が上がっておりました。風の関係も

あるかと思いますが、全部男里地区にその黒煙が

流れ込んでいっております。男里の人は大変であ

ろうと思います。このことは区としても、恐らく

これを何とかしてほしい、阪南市に言ってほしい

という要望が出てるはずだと思いますが、市とし

てどうされてるんでしょうか。

同時に、以前も御提案申し上げましたが、この

際合併よりも、まず広域行政で火葬場を一緒にや

りませんか、そういうことも大事ではないかと思

いますが、改めて提案をしてみたいと思います。

商業対策でありますが、商工会から幾つかの提

案が出ております。そのことについては前向きに

検討されておる、高く評価をしたいと思います。

中でも、イオンができて泉南市内の商業者は大変

な状態になります。そこで、若い皆さんが集まっ

て、お年寄りのために、買い物に行けない人のた

めに、御婦人の免許証を持ってない人のために宅

配システムを考える。若い人たちが商工会の提案

によって今動こうとしております。

このことに対する評価も十分していただいてる

というふうに思いますが、道の駅であります。道

の駅もできるということでありますが、何度も聞

いておりますが、どれくらいの規模の道の駅がで



きるんでしょうか。予算は改めてどうなんでしょ

うか。

なぜこの質問をするかといいますと、小さなも

のをつくっても道の駅は成功しないと思います。

道の駅は商業者対策ではありません。これは泉南

市をアピールするためにやる施設であります。泉

南ブランドということを言われておりますが、ま

さにそれとかかわり合いのある部分だと思います。

そういう意味では、やる以上絶対に成功させなけ

ればいけない、そう思いますが、どうなんでしょ

うか。

それと、もう１点、どこを営業主体と考えてお

られますか。それもあわせてお答えを願いたいと

思います。

以上で壇上からの質問を終わります。残りまし

た時間は、自席から質問をさせていただきます。

ありがとうございました。

○議長（堀口武視君） ただいまの角谷議員の質問

に対し、市長の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） まず、合併問題からお答え

をいたします。

合併問題で、まずスケジュールですね。法定協

が今４回ですか、開きましたけれども、このまま

いけば間に合うのかということだというふうに思

います。

現在４回開きまして、要するに法定合併協議会

での協議事項というものが限定されているわけで

ございますが、それについては１つ１つ議題とし

てこなしていってるというふうに思っております。

ただ、ものによりましては、小委員会を設置した

り、あるいは分科会等で、今後大筋だけ法定協の

テーブルにのせて、これから分科会等でやるとい

う分もあります。今のところ月１回のペースでや

っておりますけども、これからは月に２回、いわ

ゆる複数回ということも当然あり得るというふう

に考えております。

ですから、今のところ４回やりましたけれども、

今後はさらにその内容によっては頻度を上げて行

うということもあり得るというふうに考えており

まして、法定合併協議会で決めた大筋のスケジュ

ールですね、一番最初に確認いただきましたスケ

ジュール等については、そのとおり現在進んでい

－４７－

るというふうに考えております。

それから、特に合併問題についての財産関係の

取り扱いということで、法定合併協議会議案とし

ては法定財産区ということでございまして、これ

は先般の法定協の中で、それは将来とも存続させ

るということで合意がなされたところでございま

す。

御指摘ありましたのは、それ以外の任意の財産

区的な財産の取り扱いということでございますが、

これはそのときに議員も質問されましたけれども、

これは法定協というよりは、それぞれの３市２町

でまず基本的な考え方を出して、そして一定の相

互理解を得た上で協議会に報告すると、こういう

感じのものでございます。

我々首長連絡会の中では、この問題については、

それぞれの歴史的な経緯経過がありますし、また

配分率そのものも、それぞれの市町によって、あ

るいは市町の中でも違う場合もあるかもわかりま

せんが、そういう背景を背負っておるという関係

から、これは一律に統一するというのは非常に難

しいと。したがって、それは従来からの慣習なり

経緯なり経過を尊重する形での取りまとめという

ことで、我々話し合いをいたしているところでご

ざいます。

具体には、幹事会等で検討していただくという

ことになっておりまして、議員御指摘ありました

ように、急ぐ必要があるんではないかという御意

見も踏まえて、先般幹事会の幹事であります、私

どもですと助役でございますが、指示をしたとこ

ろでございます。要するに、幹事会でも速やかに

オン・テーブルをして、３市２町のそういう基本

的な考え方を取りまとめて、そして首長連絡会な

り何なりに上げるようにということで指示をいた

したところでございます。

本市におきましては、それぞれのこの財産にか

かわる調査、一定報告もいただいておりますが、

今その詰めの作業を行ってるというところでござ

いまして、基本的には先般御答弁申し上げました、

議会にもお示しをした基本的な考え方で３市２町

の協議に臨みたいと考えているところでございま

す。

次に、住宅問題でございますけれども、これに



ついては２人の代表質問の御質問にもお答えをい

たしたとおりでございまして、現在は大阪府に我

々の主張を申し上げて、それを受けて大阪府が今、

国土交通省と話し合いをしていただいているとい

うことでございまして、府から聞いておりますの

は、近々一定の方向性、見解が出てくるものとい

うふうにお聞きをいたしておりまして、それを受

けまして、本市としては具体的な協議に進展でき

るというふうに考えているところでございます。

定借が難しければ払い下げしかないじゃないか

ということでございますが、定借についても大阪

府の方に年末行きまして、建築都市部長に泉南市

の考え方もお示しをして、建築都市部長もそれも

含めて、部下といいますか、担当の方に指示をし

ておると、こういうことでございました。

したがって、その定借が全くだめということで

はないというふうに思います。法の精神からいけ

ば、一たん出ていただいてと、こういうことにな

るんだろうというふうに思いますが、そのあたり

について、何か隘路がないかも含めて検討をいた

しているところでございます。

いずれにいたしましても、近々にそういう協議

の内容について大阪府からお示しをいただけると

いうことでございますので、それを受けた中で、

泉南市あるいは入居者の方々とお話をして、でき

るだけ円満な形で解決できるようにしていきたい

と。覚書で１７年３月というふうに結んでおりま

すので、あの覚書では努力すると書いております

が、努力ではなくて解決する方向で今後とも全力

を挙げたいというふうに考えております。

次に、イオン問題でございますが、まず信号機

設置の御質問がございましたけれども、当然交通

処理をするという中で、一定の円滑に交通を流す

ということについて、あるいは安全確保という面

からについての道路交通法というのは、やはり公

安委員会あるいは府警本部初め所管の警察署の権

限でございます。

私どもは、道路管理者としては道路法なりの管

理者でございますが、道交法については違うとい

う立場であるということをまず御認識をいただい

た上で、信号設置についてそういう民間の一スト

アのために設置するのはおかしいじゃないかと、
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こういうことでございますが、今回の最終的な交

通協議の結果といいますか、内容については、お

示しをいたしておりますように、交通を安全円滑

に、しかも公共交通機関も導入するという中で、

一定公が管理する交通広場あるいは交通の休憩施

設、そういうものを一定つくって、そこはイオン

に貸すんじゃなくて、企業局が維持管理するとい

うことで、路線バスも走らせるということでござ

いますから、そこに対して交通信号機を設置する

というふうに聞いております。もう１つ新たにま

た設置されますが、これは地区計画道路の交差点

ということでございますので、設置されるという

ふうに聞いております。

それと、地区計画道路について撤去していると

いうことでございますが、あれについては本市が

まだ引き継いでおったものでもございませんで、

建設途上にあったというものでございます。これ

については、その土地も含めて一括して２０年間

イオンに貸すという中で、イオンとしてはつけか

え道路の建設を済生会病院との間に道路建設をす

るということになっております。したがって、そ

の道路については借地期間中撤去ということでご

ざいます。下のインフラについても撤去というこ

とでございます。

賃貸期間満了後、当然返還ということになれば、

原状回復ということでもとの地区計画道路を設置

していただいて、あるいは供給処理施設も設置を

していただいて、企業局に返還されると。その返

還された後、きちっと我々の方も検査をして、企

業局から地区道路として引き取るべきものは引き

取ると、こういう約束になっておりまして、先般

お示しした公正証書にもそのあたりが明記されて

いるところでございます。

それと、地区計画についての見直しをすべきで

はないかということでございます。

現在は、全体的な見直しというものはやってお

りません。といいますのは、この地区計画という

のは、北地区、中地区、南地区ですね、一応りん

くうタウン全体を見渡した中での地区計画という

ことにいたしておりまして、見直しをする場合に

は、泉佐野あるいは田尻、そして泉南、お互いに

今の時代に合うような形での見直しということに



なろうかというふうに思います。したがって、見

直しするときには２市１町でやりたいと考えてい

るところでございます。

御指摘ありましたように、シルバーハウジング

あるいは今回のムービーについては、特認事項と

いう形で対応をするということにいたしておるわ

けでございます。あと、もっと根本的なことにか

かわる事象が発生するということであれば、当然

この地区計画自身も見直す必要があるというふう

には考えております。そのときには、北、中、南

という形での整合性を考えた中で、一定の見直し

をする必要があるというふうに考えているところ

でございます。

次に、道の駅の問題でございますけれども、こ

れについては、商工会からも御提案もございまし

たし、我々ももともと道の駅的な施設について計

画もいたしておりましたので、今回のイオンモー

ル出店を契機に、商工会と我々とがお互いに協力

連携しながら、これを具体化していきたいと考え

ております。

現在、基本計画策定を市の方でコンサルに委託

をいたしまして、現在作業をしております。御指

摘ありましたように、同じつくるのであれば小さ

なものよりある一定規模のものにというのは、商

工会からも御提案もいただいておりまして、我々

の方もそれも踏まえて計画づくりをやっていると

ころでございます。

新年度におきましても、この施設のあり方につ

いて、建設をどうするのか、あるいは管理運営方

法をどうするのかという予算面も含めて検討する

ことにいたしておりまして、商工会の方と連携し

ながら具体化を進めていきたいと考えているとこ

ろでございます。

ぜひこの機会にこれを実現させたいと。立地条

件はもう申し分ないというふうに考えております

し、イオンの場所よりさらに好立地であるという

ふうに考えておりますので、ぜひこの際こういう

施設をつくって――商業者対策にはならないと、

こういうことでございますけれども、地場の農作

物、あるいは海の幸、里の幸を含めて、あるいは

食といいますか、レストラン等の設置も含めて、

この泉南市を大きくＰＲし、また活性化につなげ

－４９－

ていきたいというふうに考えております。

次に、火葬場の件でございますけれども、これ

につきましては前回の定例会でも御質問があった

ところでございますけども、本市の場合、樽井と

西信達、２つございますけども、いずれも築後４

０年を経過しておりまして、老朽化が目立ってき

ております。両施設とも、炉等の整備は毎年定期

的に点検、改修、修理を行いまして、使用に際し

て支障のないような維持管理を行っております。

しかしながら、西信達火葬場におきましては、

シロアリにより建物の躯体部分にも被害が及んで

きておりまして、安全面からも早急に建てかえ等

の対応が必要となってきておりまして、炉を残し

て建物部分の建てかえを行うため、現在実施設計

を行っておりまして、１６年度予算において施設

整備事業費を計上さしていただいてるところでご

ざいます。

また、仮称泉南聖苑につきましては、健全化の

中では入っていないという――時期的なもんも含

めてそういうこともございまして、またある一方、

合併問題というのが発生してまいりまして、これ

の推移を見きわめたいというふうに考えておりま

して、現在ではこの計画については一時休止とい

う形で、昨年１１月に地元に対してお伝え、お話

をさしていただいてるところでございます。

もし、合併ということになれば、合併特例債あ

るいは新市建設計画の中で、当然こういうものも

盛り込んでいく必要があるんじゃないかなという

ふうに考えております。

それと、阪南市の火葬場の黒煙問題ということ

でございますが、これは男里区の方からは阪南市

さんの方にいろいろ改善といいますか、それの要

求、要望をされているというふうに聞いておりま

す。本市といたしましては、男里区から具体にま

だその話はございませんけれども、もしそういう

ことであれば、やはり環境の改善をしていただか

ねばいけないというふうに考えております。

それと、阪南市の火葬場と一体的にやってはと

いうことでございますが、これも合併の推移とい

うことがございますんで、これらを踏まえて今後

の検討課題というふうにさしていただきたいとい

うふうに考えております。



それと、商業問題で内陸部の活性化の問題です

ね。この辺がちょっと抜けておりまして、申しわ

けございません。

これについては、内陸部の工場跡地については、

従前から商工会とタイアップしまして、工場ライ

ブラリーという形での情報発信をさしていただい

てるわけでございますけども、今回、本市とそれ

から大阪府企業局、それから泉南市商工会との連

携によりまして、泉南市企業誘致促進連絡会を設

置をいたしまして、これはりんくうタウンだけで

はなくて、市内の空き工場、空き店舗等の情報と

進出希望の情報を提供しまして、所有者と進出企

業とのマッチングを用途地域に合わせて行いまし

て、誘致を促進して既存市街地の活性化を図って

まいりたいと考えているところでございまして、

既に商工会とも具体の取り組みをいたしていると

ころでございます。

また、商業者対策として今回幾つかお示しをさ

していただきましたけども、先ほど披瀝ありまし

た高齢化社会に対応する出前宅配制度の研究につ

きましては、先般商工会の正副会長がお見えにな

られまして、商工会の方とそれから商連の方とで

これの具体的な実施に向けての体制づくりができ

たというふうにお聞きをいたしております。

したがいまして、私どももそれを受けまして、

出前宅配制度の事例やシステムを研究するために、

１６年度予算において商工会に対して、若干では

ございますが、補助をさしていただこうというふ

うにいたしているところでございます。

いずれにいたしましても、今回のイオン出店問

題を１つの契機として、商工会あるいは商業者、

またそれぞれの組合なり、それと我々行政とが一

体となった取り組みというものが前向きに進んで

きたと、緒についたというふうに思っております

ので、ぜひこれらについて具体化を図り、成功で

きる案件があれば積極的に取り組むように、我々

としても商工会に対しましてのバックアップをし

てまいりたいと考えているところでございます。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） それでは、再質問させて

いただきます。

合併でありますが、やっぱり住民投票をやると、

－５０－

こう決めたわけでありまして、条例が提案される。

市民の意見を聞くことは大いにいいことであると、

賛成をしたいと思いますが、問題はやっぱりそれ

までに十分に住民が投票、１８歳以上でしたかね、

こういう方々が判断できる材料をお示ししてあげ

なければいけないと。当然だと思う。

先ほども言いましたけど、今のスケジュールで

はこれはとてもできるかなと。例えば、住民が一

番関心があるのは、１，５００から２，０００項目と

言われる調整項目ですね、これがどうなのか。そ

れと、その中でも使用料、手数料について、やは

りどうなっていくのかなという思いがあると思う

んですよ。

もちろん各区代表の方にしてみたら、財産問題

は、これは各区の財産だけではなしに林野組合、

浅草山共有林、こういう山の関係者もいらっしゃ

るわけであります。そういう関係者も大いにこれ

はかかわり合いが出てくる問題でありまして、そ

ういう問題を一定片つけて合意をしなければ、な

かなか市長、これは無理だと思うんですよ。果た

していけるかどうか。

そこで、問題は７月の参議院選挙にこだわらな

いんだということですけども、よそが発車してし

まったり、田尻町や阪南市や岬がやってしまう。

その場合、泉南市もあわせてやらなければいけな

いのかと。合意を見ながらやるというが、なかな

か難しいんではないかなと思いますが、改めて住

民投票については、７月に泉南市としてはこだわ

らないんだということを表明されるんでしょうか。

それと、財産区の問題でありますが、これは今

現在見なし財産区を持っておられる各区に対して、

皆さんどれだけの財産をお持ちなんですかという

ことで提出してくださいという調査をされておら

れると思うんですけども、それはどの程度進み、

そしてより具体な提案をされてるんかどうか。

例えば前回いわゆる公共施設整備基金をつくる

んだと。一方では、地縁団体という話もありまし

た。地縁団体というのは、間違いかもわかりませ

んが、簡単にいえば、陸とかそういう公的団体、

公的財産区を言うんではないかなというふうに理

解をしておりますが、なかなかそれは区によって

は難しい区がありますから、それはそれとして、



それは認められる区もあり、そしてさっき言うた

公共施設整備基金をつくる。それにしてもまず、

いわゆる見なし財産区というものを一遍解散する

んだと。解散した上でそういうものをつくるんだ

と、この前そう説明があったかと思うんですが、

間違いがあればおっしゃっていただいて結構なん

です。

そういうものが７月までに合意に至るんかどう

か、これはなかなか難しいと思うんです。現状を

含めて、改めて財産区の処分というのは、これは

非常にデリケートな問題でありますし、一般市民

にとっては使用料、手数料を初めとするいろんな

問題がありますから、そういうものが整理ができ

るのかどうか。

私は、整理しないままいったらこれは大変なこ

とになる。合併は、法定協でも言い続けましたが、

自治体の合併ではないんですね。住民がより幸せ

な生活をするための合併である。それを考えると、

早急にやっては大変な問題が出てくるんではない

かなというふうに私は思うんです。そういう意味

では、慎重にならなければいけない。果たしてそ

れが７月にやろうとされてる、予定である参議院

選挙と同時の住民投票は無理ではないかなと思う

んですが、改めてお聞きしたいと思います。まず

答えてください。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 各地区に照会をしておりま

した分はおおむね返ってきておりまして、そのあ

たりのチェックといいますか、それをしていると

ころでございます。

それと、調整項目２，０００項目というのは、非

常に細かいものまで含めての話でございまして、

住民の皆さんが判断できる材料というのは、一般

的には使用料、手数料、特に税率あるいは前にも

御答弁申し上げましたように国保料、うちでいい

ますと国保税、それとか介護保険料とか、上下水

道料金とか、それとか窓口のいろんな手数料、保

育料とか、そういうたぐいのもので、そういう直

接市民に大きく影響するであろうと思われること

については、やっぱりきちっとそれまでに調整し

て、そして考え方をきっちりと説明さしていただ

く必要があるというふうに考えておりまして、そ
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こまでは当然やらなきゃいけないだろうというふ

うに思っております。

問題は、その日程的なものでございますが、前

の質問者にもお答えしましたように、一応目標と

しては、我々やろうとしている２市２町について

は７月の１１日参議院選挙を目標に置きまして作

業を進めるようにということで、事務局にもお願

いをいたしております。

ただ、それも今後の合併協での進捗状況あるい

はいろんなデータの整理が果たしてできるんかと

いう不確定な要素がございますんで、目標には掲

げておりますけれども、当然それに間に合わせら

れないということであれば、それにこだわるとい

うことはできないというふうに思います。

ただ、それの場合もできれば２市２町で話をし

て、首長連絡会というのを持ってますんで、もし

それがだめならば、いつやるのかということもあ

わせて検討したいと。やはりできれば一斉にやっ

た方がいいんではないかなという考えを持ってお

りますので、今後その具体の日程については、進

捗状況と合わせながら考えていきたいと思ってお

ります。

それと、見なし財産区というのについてどうか

ということでございますが、これは新市になった

場合は、今本市がやってるような正規の財産区財

産ではございませんが、それに準じた形というの

は恐らくとれないというふうに思います。したが

って、違う方法ですね、すなわち配分率その他は

従来からの慣習を残すとしまして、新市に配分さ

れる分、それぞれあると思いますが、これについ

ては一定新市の――これは私の考えですから、こ

れからまた協議をしていかなくてはいけませんけ

れども、新市の公共施設整備基金なりに積むと。

それは、あるところないところがあるわけでござ

いますから、我々にそういう問題が発生すれば、

当然泉南地区の公共整備基金、あるいは泉佐野で

発生すれば泉佐野地区と、こういうような形での

積み方について私は提案をいたしているところで

ございます。

それと、一方、地元の受け皿なんですね。これ

は売却金といえども、やっぱり変な使い方はぐあ

い悪いわけですから、きっちりとした管理をして



いただく必要があるというふうに思っております。

ですから、そういう受け皿づくりというのをしっ

かりやっていただこうというふうに考えておりま

す。

それは、１つは言われたようなものができれば

いいんですけれども、なかなかこれも難しい分も

あろうかというふうに思いますので、それができ

るところはしっかりとした受け皿もできるだろう

と。できない場合には、何か地元での管理する組

織ですね、そういう資金管理なり資金の利用をす

るようなものをつくっていただいて、そして一定

それに対して新市なりが報告なり、あるいはチェ

ックといいますか、そういうことができるような

システム、泉佐野さんの方ではそういう監視委員

会のようなものをつくられてるようでございます

けれども、そういうやり方もあろうかというふう

に思いますが、そういう形での一定受け皿をきっ

ちりとつくっていただいて、そして有益に使って

いただくということにする必要があるんではない

かというふうに考えております。

いずれにいたしましても、３市２町、同じ基本

的な考え方については合意する必要がございます

んで、近い時期にそれらについて話し合いのテー

ブルを設けてできるだけ早く、議員言われるよう

にこの問題が可否判断する大きな１つの要素でも

あるということでございますので、早期に合意で

きるように対応をしてまいりたいと考えていると

ころでございます。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 見なし財産については、

以前お聞きしたことと余り変わらんかなというふ

うには思いますが、問題はいわゆる整備基金をつ

くったりしてやるのはわかりますが、問題は各市

が当然言われたようにばらばらなんですね。ある

程度これは平等化もせないかんと思うんですが、

全く違ってると。

例えば、この前――ちょっとこればっかりやっ

てるわけにいきませんから、また法定協でやりま

すけども、泉佐野は昭和２９年に合併してるんで

す、５カ村がね。このときの協定書は、すべての

財産の処分等について、その５カ村にすべて任す

んだと。公共施設整備基金も何もないわけですよ。
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そして、一方で土地改良区がある。そういうふう

に、すべて大きく違いがあるわけですね。

一方では、整備基金をつくってそこが全部――

いや全部じゃなく、５、４、１でしたかね、泉南

の場合は、新しく出た比率は。４は入れるんだと。

泉佐野はすべて処分ができて勝手にやれて、泉南

は施設基金とか整備基金とか言いながら一たん市

に渡すんだと。そのばらつきがやっぱり出て、そ

の辺の調整が今後難しいんではないかなと思いま

すよ。

それと、１つスケジュール的にいえば、やっぱ

り私はこれは大きな間違いをしたのは、法定協を

これは賛成の立場とかそんなんじゃなしに、より

皆さんに住民のための合併であるというんなら、

当然もっと早くこの法定協という問題、合併とい

うものを議論すべきではなかったかなというふう

に思いますよ。余りにもこれでは無理がある。私

は今回そう思いました。

合併はこれぐらいにしておきますが、ただ最後

にお願いですけどね、法定協で市長から１号議員

さんもお答えいただけるようにぜひ御配慮いただ

きたいと。同じ１号から３号まで議員がおって、

１号議員は一切質問には答えられない。実はこれ

は首長さんなんですから、事実答えられる方もい

らっしゃいますんで、市長の方からもこれからは

大いに議論をするんだということで、御提案を中

でできたらお願いしたいなというふうに思います。

これはお願いであります。

住宅問題でありますが、大事なことは、だんだ

ん絞られてきてるわけなんですよね。定借か払い

下げかということなんでありますが、市長、これ

はやはり大阪府と国土交通省に任したと、法に触

れない範囲でというようなことよりも、大事なこ

とは泉南市はこう願いたいと、これでいくんだと、

払い下げでいくんだとか、はっきりした政治判断

をこの際、示されるべきだと思うんですよ。

もう２つしかないわけですから、きょうは大き

なことは、建てかえは絶対ないんだということを

市長言われましたんで、残りは２つしかありませ

んから、それは市長、思い切って政治的な判断、

考え方、そらやっぱり出すべきではないかなと思

いますが、いかがでございますでしょうか。



それと、道の駅の問題でありますが、商業者対

策にはならんとなぜ言いますかといいますと、恐

らく今の考え方からいいますと、この道の駅の店

舗には、どれぐらいの大きさか改めて聞きたいで

すけども、大体１００坪だというような話を前に

聞きましたけどね。これは各団体が入ると聞いて

るわけですね、団体が。例えばＪＡとか各組合と

か、個人の店舗ではないんですね。ない以上、こ

れはいわゆる商業者対策にはならない。だけど、

泉南ブランドと大いに関係があって、広める意味

では大いに役に立つであろうというふうには思い

ます。これは正直に思います。

ただし、市長、これは三セクなのかＰＦＩなの

か、これが大事だと思う。商工会がこの勉強をし

たそうでありますが、ＰＦＩではだめなんだとい

う結論をどうも持ってるみたいですね。

あとは三セクでありますが、どのように三セク

を考えておられるのか。規模と同時に改めて三セ

クについての考え方、これはやっぱり失敗を許さ

れない施設になろうと。三セクがどんどんつぶれ

てますが、これからやる三セクは過去の失敗を生

かして――大きな違いはありますよ。違いはあり

ますけども、三セクであることには変わりないわ

けですから、やるんであればそれをどのように考

えていくんかをお聞かせ願いたいと思います。と

りあえずそれぐらい。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） まず、住宅なんですけれど

も、先ほど来、御答弁申し上げておりますように、

本市の考え方というのは、もう何回も何回も十二

分に府の方に話をしております。定期借地方式と

いうことを１つの柱に主張をいたしております。

ただ、それが法的に可能かどうかという問題が

あるわけでありまして、その場合は今の法の考え

方というのは、定期借地は認められないことはな

いんですが、一たん出ていただいて普通財産に落

として定借、こういう形なんですけれども、これ

がうまく何とかならないかというのが１点ですね。

それと、払い下げという問題もありますけども、

公営住宅法では一定払い下げというのは可能には

なっておりますが、３大都市圏、すなわち東京と

か大阪なんかそうなんですが、こういう中ではや
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っぱり住宅供給をしなさいと、こういうのがあり

ますから、このあたり大阪府と国交省で基本的に

まず我々の主張を踏まえた上で話をしてくれと、

こういうことで大阪府もそれを受けて、国交省に

大分本市の立場を代弁していただいてると聞いて

おります。

その結果、一定うまくいくようであればそれに

こしたことございません。ただ、うまくいかない、

あるいは再度何か知恵を出す必要があるとなれば、

その可能性があるやなしやも含めて検討する必要

があると。いずれにしても、１７年３月という１

つの覚書を結んでおりますから、一定の判断をし

なきゃいけないと思っております。

ただ、国とか府の今汗をかいていただいてるの

を越えて先にやるというのは、やはりいろんなあ

つれきが生じるという可能性もありますんで、そ

の結果を見た上で最善の選択をしていきたいと、

このように考えております。

それと、道の駅的なものでございますが、確か

にこれは商工会、我々が協力してやりますけれど

も、真の意味での商業者個々の対策ということよ

りも、市と商工会というそういうレベルの話かな

というふうに思っております。

したがって、これについては今年度調査をやっ

ておりますが、引き続いて来年度はその管理運営、

あるいは建設のあり方についてのソフトの方です

ね。これについて調査をするということでござい

ますんで、これについて一定の助成をしてまいり

たいと考えております。

ＰＦＩでやった場合は、当然ハード部分の資金

回収までが入ってまいりますので、それを見込み

ますと、かなりしんどいんかなというのは一般的

に言えるかと思います。

しからば、どこかが公も参加してある一定つく

って、その負担軽減をしながら運営をしていくと

いうことであれば、事業として成り立っていくん

ではないかということでございますんで、三セク

あるいはその他の方法を含めて検討する必要があ

るというふうに考えておりまして、これも１６年

度でその具体化をしていくということで商工会と

話し合いをいたしておりますので、もう少し時間

をいただけたらというふうに思います。



それと、商業者対策として商工会ではもう１つ、

みずからでイオンの近くで何かやりたいという構

想もございまして、これもなかなか難しいかなと

は思いますが、張り切っておられますんで、我々

としてもそれに対して一定の助成なり、あるいは

支援をしていきたいと考えているところでござい

ます。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 住宅問題については、過

去の質疑と大きく変わりまして、恐らく建てかえ

――きょうははっきり言われましたのは、建てか

えはしないんだと。あとは定借か払い下げかと、

この２つしかないかなと。そういう意味では、住

宅の皆さんも非常に判断しやすくなったんかなと

いうふうには思います。

続いて、まちづくり、中でもりんくうでありま

すが、１つは先ほどの信号機も都計道路もありま

すが、もう１つりんくうのまちづくりで、これは

地区計画にも触れるんかなというふうに思うんで

すが、どうも福祉センターの救護施設がりんくう

タウンの済生会の裏に来るということでございま

す。この救護施設というのは、どうも聞いており

ますと、福祉センターの中で生活保護者の施設な

んだと。

これは済生会病院の関係があってここに行くん

だということでありますが、市長、これはりんく

うのまちづくりからいいますと、大きく変わって

きてるんではないかと。これも大阪府から、まあ

言葉は悪いですが、押しつけられて持ってこられ

た施設ではないかと。

もう何度も言い尽くしてきたことでありますが、

りんくうタウンの目的はそんなものではありませ

ん。まさに内陸部の工業をりんくうに持っていき、

関空の支援基地を持っていく、そういうことであ

ります。それからいくと、大きく大きくこれは変

化をしております。

ましてや、このりんくうに関してずっと以前か

ら言い続けております。大阪府はヒューマンサイ

エンスから始まって、病院、済生会と、どんどん

いろんなことを言いながらここに持ってきました。

中期計画とは全然違うことを持ってきた。その上

に、なお生活保護者の施設を持ってくる。私は生
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活保護者は大事にしなければいけない、そうは思

いますが、それはりんくうタウンでいいのかどう

か。なぜ大阪府はこの施設をりんくうタウンに持

ってこようとしているのか、お聞きをしたいと思

います。

それと、あとは火葬場でありますが、火葬場に

ついて市長、これもう方々で確認しているんです

けども、一切中止なんだと。中には関係区から金

の返還まで言われてるというような情報もあるん

ですね。一体これどうするのかなと。先ほど市長

の答弁では、これは合併をしたらそれは特例債等

で今後考えていきますと。じゃ合併しなかったら

どうするのかという問題が出てくるわけでありま

す。

これは市長の市政方針には入っておりませんが、

なぜ入らんのかと先ほども言いましたけども、非

常に大事なもので市民が注目している問題であり

ます。あわせてお答えを願いたいと思います。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） まず、りんくうタウンへの

救護施設の移転ということについてお答え申し上

げます。

救護施設の移転につきましては、昨年１２月下

旬に大阪府から計画内容の正式な説明があり、先

般、厚生消防常任委員協議会並びに空港問題対策

特別委員会で御説明をさしていただいたところで

ございます。

大阪府で府立砂川厚生福祉センターの今後のあ

り方についてが検討され、その結果、民間で対応

可能な分野は民間に移管することとし、民間では

対応が困難な強度行動障害者等の利用者に特化し

た施設として再編していくとしております。

このような観点から、生活保護施設であります

救護施設につきましては、福祉センターの再編整

備を進める中で、民設民営化を図り、建てかえの

ための用地確保が困難であることから、他の府有

地に移転する計画内容となっております。また、

移転計画地につきましては、大阪府で種々検討さ

れ、最終的には府有地であり、協力病院に近いと

いうりんくう南浜が適地であると判断したとお聞

きをいたしております。

本市といたしましては、この計画内容を受け、



りんくうタウンの土地利用やまちづくりの観点に

立って検討してまいりましたが、既に老人保健施

設や特別養護老人ホームが立地しており、いわゆ

る病院もあり、保健・福祉・医療ゾーンとしての

立地もございますんで、救護施設が立地すること

については法的にも問題がないことから、決して

歓迎するものではございませんが、福祉施設とい

う今の時代を踏まえますと、まあやむを得ないか

なというふうに考えているところでございます。

それと、もう１つは、火葬場の問題でございま

すけれども、これは先ほど来から答弁しておりま

すように、健全化計画、平成１８年まではこれは

できないということになっておりますので、これ

については、地元の皆さんに一時休止をさしてい

ただきたいというお話をさしていただいておりま

す。

合併するということになれば、当然新市建設計

画の中に本市としての考え方を盛り込んでいくと

いうことが必要でございますし、その場合には新

市のためのいろんな財源措置も含めて、手当てで

きていくんではないかというふうに思っておりま

す。

それから、単独の場合は１８年度以降、その財

政状況を勘案しながら、その実施時期について検

討していくという、こういうスケジュールになり

ます。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 火葬場については、単独

であれば１８年度以降予算を見ながらと、財政も

見ながらということでありますが、これは市長、

皆さん多分怒ると思いますよ。これは約束が違う

んだということになりはしないかなというふうに

思うんですよ。みんなこれは、なぜ泉南がこうな

んだということをほぼ全員の方が、御不幸があっ

た家庭はなおさらそういうふうに思われているわ

けであります。何度も言いますが、市長も当然公

約に挙げられたわけでありますから、なぜもっと

早くこれをされなかったのかと。

それと、もし単独の場合は、これは確認であり

ますが、今予定されてる地域、場所、ここでやろ

うとするのか、それとも新たな場所で考えようと

するのか、それもあわせてお聞きしたい。
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それと、阪南の問題でありますが、先ほど谷議

員さんに聞きますと、男里としては当然クレーム

は泉南市には言ってるんだと、阪南にも言ってる

んかな。当然だと思いますよ。だから、いずれ阪

南もそういう問題が出るんであれば、共同でそう

いうものをやった方が、まさにスケールメリット

が出ると思うんですよ。

合併しなければ何もだめなんだと。私も昔――

昔といってもそんな昔じゃありませんが、病院も

一緒にやったらどうでしょうかと、済生会にお任

せをして阪南の病院をりんくうに持ってくれば、

当然安くていい公的病院ができるんじゃないです

か。阪南は当然跡地利用できますよと。そのかわ

り火葬場はうちでやりましょうとか、一緒にやり

ましょうとか、そういうことを具体的に提案をし

てきましたけども、なかなかお答えいただけなか

ったんですけども、要は現実にそういう被害とい

うか、問題が出てきておるわけでありますが、改

めてお聞きをしたいというふうに思います。

それと、まちづくりでありますが、ぜひ市長、

もう時間もありません。もうやめますわ。やめま

すというよりも、先ほどの質問に対して答弁して

ください。

○議長（堀口武視君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 火葬場につきましては、地

元から拒否されているわけではございません。地

元とはこれまでも話し合いを進めてまいりまして、

一定環境アセスメント調査の付近までいっておる

わけでございます。それなりの準備を進めてきた

というのもございます。

ただ、財政健全化なりという中で、１６年度黒

字化、１８年度経常収支比率５ポイント削減と、

こういう中では、当初からこの事業そのものにつ

いてなかなか難しい情勢にありましたから、１つ

はしばらくちょっと様子を見さしてほしいという

ことが１点ございました。

したがって、場所そのものが否定されたわけで

はないというふうに考えておりますので、今後再

開ということになれば、改めて地元と協議をして

まいりたいと考えております。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 救護施設の問題でありま



すが、あれは地区計画には触れないんですか。そ

れだけお答え願います。

○議長（堀口武視君） 向井市長。時間がございま

せん。簡単に。

○市長（向井通彦君） 検討させましたけれども、

触れないということでございます。

○議長（堀口武視君） 角谷議員。

○１７番（角谷英男君） 私ももう一度検討させて

いただきますが、恐らく寝泊まりするんですから、

触れるんではないかなというふうに思います。勉

強します。

以上で終わります。ありがとうございました。

○議長（堀口武視君） 以上で角谷議員の質問を終

結いたします。

これにて代表質問を終結いたします。

以上をもって本日の日程は全部終了いたしまし

た。

なお、次回本会議は明９日午前１０時から継続

開議いたしますので、よろしくお願いを申し上げ

ます。

本日はこれにて散会といたします。

午後４時４１分 散会

（了）
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